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はじめに一一“企業社会"と“自立"の問題一一

1990年代，“バブル"の喧騒に翻弄された時期が過ぎ去り，現代日本の“企業社会"は，過労
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死や長時間労働，サービス残業といった問題に加え， rリストラクチュアリングjとよばれる人
員削減をa常のものとするようになった。
連合総合縄発研究所の調査によれば，長期にわたるこの「リストラ」が，サラリーマンの 5割

にストレスを感じさせているという。また，向調査は，相次ぐ人員削減によって職場の人員に余

裕が喪なわれたことから，社員の半数が「業務に追われ，将来を考えるゆとりがないJと訴える。
そのため， r会社を辞めたいJという意識をもったものは 8割にものぼるが，家計への責任や労
働市場の不安もあって踏み切れず， r進んで辞める可能性が大いにあるjと答えたのは l割にも
満たないとのことであるは朝日新開j1997年8月4日)。しかし，こうしたサラリーマンの遼巡

の声を裁断するかのように， r規制緩和」の唱和のもと，業務の外部委託化(アウトソーシング化)
をともなっての，裁量労働制や有期労働契約，労働者派遣業務の原則的自由化などが進められよ

うともしている O

そこでの労働者の働き方も，一方では，かつての f会社人間J的なそれが温存される一一リ
ストラからくる不安と負担の増大によって，むしろ強められる のに対し，他方では， r会社
に縛られないj働き方も促進・指向されつつある。しかし，どちらの働き方にも，雇用不安がと

もなっており，またそれぞ、れに開題を含んでいる。例えば「会社人間jの背後には，相変わらず

過労死がつきまとっているし(日本の年間の過労死人口は約 1万人，その予備箪にいたっては100

万人にのぼるといわれている)， r会社に縛られないjことには，諸々の社会的不利がついてまわ
るだろう。「管理職ユニオンJや「地域ユニオンjをはじめとして，これら働き方にともなう諸

問題に対処しようとする労働運動の新しい動きも存在する。とはいえ，未組織労働者がほぼ8割

近くを占める(1996年の推定組織率は， r過去最低J記録を更新する23.2%) というのが現状で
ある…。

本稿では，今日の“企業社会"で働く人々の“自立"の問題を考える O ここで“自立"を考え

るということは，こうした“企業社会"の，いわば「地殻のゆるみJのような状況に，労働者が
どのように対処してゆくのかということを含むが，そもそも“自立"とは何かを間いなおすこと

でもある O 例えば

開題も， r会社人潤jとなるか，それとも「会社に縛られないJ働き方を選ぶかは， r個人の自由J
であって，もしその選択によってなんらかの不利益を被っても，それは「選んだ本人の糞任jと

いうことでj斉まされよう O

しかしそこには，選択肢が与えられ，なおかつ選択をせまられているという，その状況そのもの，

状況を成り立たせている“文脈"を開うという視点が不在なのだ。ここで問うべき文脈とは，当

然のことながら“企業社会"のそれである。その文脈のうえで，“自立"するということも内容

を与えられると思われる。また，その場合でも，労働者の“自立"は，例えば「企業に対して主

体的な労働者となるJという意味のものとして自明のごとく措定されているわけではない。
本稿では，後藤道夫氏の所論にしたがって“企業社会"を定位しながら，後藤の提起する「新

福祉国家構想、jを検討する。そのうえで，“自立"するということを捉えなおし，今日の状況に

おける“金業社会"と“自立"をめぐっての諸問題を，さらに考えたいと思う O

1. r自本型大衆社会jとしての“企業社会"
ここではまず，“企業社会"とはどのような社会か，それを定{立する作業を持う。

高橋祐吉氏によれば，“食業社会"とは.r狭義には偲別企業内において形成される社会でもあり，
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また広義には前者を基軸にして編成される企業本位の市民社会でもあるJ(1)とされている。狭

義の“企業社会"と広義のそれという，高橋の底別にしたがえば， tl、下でみてゆく後藤道夫氏のf日

本型大衆社会」という概念は， r企業本位の市民社会Jである広義の“企業社会"として捉えら
れるO そのことの合意，そしてその意義については，行論において明らかにしてゆく。

(1)f大衆社会J概念の敷街

後藤道夫氏は，先進資本主義諸国における「大衆社会J化という拐撮をわが国に敷街させ，現
代日本社会を f日本型大衆社会J(2)と捉える。

ところで大衆社会とは，名望家社会もしくはかつての「市民社会jから，その外におかれてい

た労働者や下層農民，すなわち「大衆Jが，市民社会の実質的な成員として，社会全体の経済的・
政治的・文化的動向を左右するようになった社会をいう O こうした大衆社会への変化は， 1930年

代のナチズム，ファシズム現象の分析や， 1950年代のアメリカのホワイトカラーの精神構造の分

析などにみられるように，どちらかといえばマイナスの方向として捉えられていることが普通で

ある。例えば，ライト・ミルズが「原子化され隷属的な大衆Jcrパワー・エリート.1)というとき，
そこには明らかに，大衆及び大衆社会に対してのネガテイヴなイメージがあるであろう。しかし，

後藤がいうように， rr上層一万人iのサークルといわれることもある!日市民社会に労働者と農民
が参入するということがもっ自大な歴史的意味は，こうしたレベルの議論につくされるものでは

ないJ，すなわち「大衆社会を市民社会の堕落態とのみ見ることはできない」のである (3)。

こうした視点から大衆社会を捉えてゆくという試みは， 1950年代後半の松下室一氏の議論を端

緒としているが(4)さらに後藤は，大衆社会化を歴史の基本的な進歩に属することがらと捉え

たうえで，労働者階級の18市民社会への参入の形式性，参入による新たな階級的能動化の形態の

模索の必要，大衆社会内での批判的な道徳的・文化的ヘゲモニーによる階級的能動化の必要性，

労働者階級内部の階層差による運動形態の差異の意義などが，新たな歴史的条件として出現する

と主張したのであったωOここには，大衆及び大衆社会のポテンシャ l}ティをみてとり，そこ
から新たな社会を構想しようとする射程がうかがえるのである。しかしその一方で，大衆社会の

には，耐久消費財の大量生産コロ大量消費のサイクルと，大衆の消費主義的なライフスタイル

とがあり，このサイクルとライフスタイル，及びそれらをつくり出してきた経済体制・技術的諸

条件に対するエコロジズムの批判への配患がなされている点も重要であろう (6)。ともあれ，こ

のように，臆史的進歩という撹点から，ポテンシヤリテイの高い社会として大衆社会を捉え，そ

の臆史的条件から社会を新たに構想しようとするところに，後藤の「日本型大衆社会j論に注目

することの所以がある。

(2) r日本艶大衆社会Jの形成
さて，後藤が「日本型大衆社会Jというとき，そこで
理由lはま，以下のようなものである。

資本主義的現代也大衆社会化という概念で把握しようとするとき，日本の場合，大衆社会が

形成される以前の「社会Jが西欧型の f市民社会Jではないため，日本では，ヨーロッパにおけ
る「市民社会→大衆社会jという図式が成り立たない。また， 日本型は，労働者階級を大衆社会

へと統合する様式，メカニズムの点でも，ヨーロッパ型の大衆社会とは異なっている。ヨーロッ

パ型大衆社会が，強大な産業別労働組合とそれに支えられた播祉国家による統合を特徴としてい
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るのに対して，日本型は，偶々の企業への労働者の社会的包摂という統合のかたちをとった。す

なわち日本においては，クラフトユニオン的伝統をもたない工職混合事業所別組合から，それを

産別労組の方向へ変えようとした「産別会議J運動の敗退，さらに職場関争にその基礎をおく総
評運動の散北による製造大会業での資本優位の確立，という歴史的条件のもとに，企業主義的統

合としての戦後の大衆社会的統合が行われてゆく (7)。

このような“日本製"大衆社会の形成と変貌を，後藤にしたがってあらかじめ概括すれば，日

本型大衆社会は， 1960年代中葉に成立し，第 1次オイルショック後の70年代半ばにはぼ確立する。

80年代には新たな変貌に向けての諸要因が蓄積されてゆくが，その危機と変貌が顕在化するのは，

パフゃル崩壊後の90年代である (8)。

日本型大衆社会のこうした成立と変貌は，職場/生産点の歴史的変容に大きく規定されるかた

ちで推移していったとされる。概略を示そう。 E差別労働運動の伝統をもたないa本の職場では，
戦前から，企業内熟練形成と年功賃金という枠組みがつくられていたが，戦後の1950年代末以降，

大きな変化が進行する。それはとりもなおさず， 1日型職場集団の解体と労働者間競争の強制・誘

導装置の成立なのであるが，より呉体的には以下の 4点にまとめられうる。すなわち，Q:技術革

新によるIB型熟練の解体，②IE手法による職務分析，職務の明確化(旧型職場集団の相対的自

律性の剥奪)， ~作業長制度の導入，④職務給の導入とそれとの資格給・職能給との組み合わせ

による新たな年功賃金体系の成立，などである o 50年代後半以降，新たに入職してきた若年労働

者は，戦後憲法型の権利意識から，近代的労働者としての利害計算意識をもち，出来的な熟練を

解体する技術革新や，ブルーカラーの職員層への地位向上可能性を切り開く作業長制度などを，

むしろ積緩的に“受容"した。 60年代には，このような意識をもった労働者が多数派となり，こ

うして f近代化Jされた労働者の感覚が，高度成長を背景に，競争主義的・能力主義的な労働観
へと誘導されていったのである O

さらに， 60年代後半から70年代中葉にかけて，日本では，製造大企業を中心に，開時期の欧米

が抱え込んだ矛窟一一テーラーリズム，フォーデイズム的労務管理による労働の疎外ーを予

防拘禁し，企業主義的統合を安定・強化させる労働管理の大きな革新が行われた。それらは， r多
能工イヒJと「小集団管理jに代表されるO
多能工化と小集盟管理についても，以下のように 3点にまとめることができるだろう。すな

わち，①職務分類の労働組合的制約のなさを利用した，労働力の量的・質的フレキシピリテイの

強化，②!日型職場集団解体後の，集団の庄力と棺瓦監視による自発的労働強化の進展，③工程の

微細な改善と作業水準のチェックを現場労働者集団に負担させることへの成功，などである。こ

れら施策は，一方で，定型化された労働内容からくる疎外感を緩和したが，他方で，新たなレヴェ

ルでの集団主義が全面に出されることにより，個々人の能力主義的競争意識と両立する企業への

帰属意識を強化するうえでの，具体的な手掛かりをつくることになった。熊沢誠氏の， r労働者
はいったんアトム化されたからこそ，能力主義的競争に解放されるとともに，唯一性を高めた企

業社会に以前よりもふかく統合されたのであるJ(9)という一節に，この過程が象徴的に表され

ていよう。

70年代中葉，労資の階級妥協体制であった高度成長期の関係が，石油ショックによって終鷲し，

労働組合の経営への屈服と一体になった企業主義的統合へと転化したことによって，日本型大衆

社会はその成立をみる。 1975年はその大きな繭期の年であり，この年にはじまる春闘の連敗，そ

してfスト権ストjの敗北は，その指標とされる。「日本型大衆社会の労働者の企業主義的統合は，
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それまでの企業内組合がかろうじて持っていたそれなりの対抗力を極小化し，労働者個々人を企

業内の激烈な能力主義的生き残り競争のなかに投げ込むかたちで完成したJ(10)のである。

(3) r豊かな社会J段織における福祉国家の不荘
ところで，先の熊沢のいう「企業社会の唯一性jとは，“企業社会"の論理を相対イとするく労

働社会〉の不在という点、から強調されているのだが(ll) 後藤が指摘するように， r豊かな社会J
段階における福祉鴎家の不在，そしてそれゆえ生じる公的な福祉供与等のなさも， r企業社会の
唯一性jを高める大きな要悶となっている。

一般に， r豊かな社会jと呼ばれる大衆消費社会の段階では，必要と想定される費用は年齢と
ともに上昇してゆくのが普通である。子どもの養育費，高等教育を含む学校教育費，住宅取得費，

老いた両親の介護と自身の老後の準備など，こうした項目によって，必要とされる費用は右上が

りのカーブを描く。ヨーロッパでは，福祉国家が，公的な福祉供与によってこのお上がりの費用

構造のかなりの部分をまかなっているのだが，日本の企業主義的統合では，この費用構造は，

接に賃金及び企業による福利供与によってまかなわれる。こうした企業主義的な福校供与構造の

成立によって，労働者の個々の企業への依存は，さらに強められることになった。かつまた，能

力主義的・業績主義的な労働者処遇のもとでは，賃金の右上がりカーブは，自動的にではなく，

査定による昇進・昇格によって支えられるため(12) 労働者は，よりいっそうの労働者間競争に

その身を投じざるをえなくなった。日本の労働者の，過労死にいたるほどの「働き過ぎJの淵源
がここにあるといえよう(13)。

また，こうした福祉供与構造は，各企業の支払い能力によって大きく惹があるため，相対的に

恵まれた供与を受けるべく，主に大企業へと就職希望者が集中することになるが， OJTを中心

とする企業内労働技能形成の一般的可能性として，学校学力が重視される採用選考が行われるに

あたり，この就職競争が，学校教育での的能力主義Jを確立・激化させたのである。
問時に，企業福祉供与は，男女差別を激化・閤定化させる原菌ともなった。家計費用に応じて

支払われるという賃金の性格は，r主たる家計支持者Jと観念される男性に対して払われる賃金と，
f家計補助」収入の稼ぎ手と観念される女性のそれとの格差を社会通念化する。そのことは当然，

昇進・昇格の面でも女性を差別することになる。

後藤は，次にみる「大衆社会の再収線Jに， r対抗構想、としての福祉国家運動Jを対聾する(後
藤のいう“福祉国家運動"については後述する)。後藤が樽祉国家を重視するのは， r依然として
福祉国家型大衆社会は日本型のそれに対抗する理念型たる位置を失つてはいないJ(14)と述べて

いる文章にも明らかだが，上述したような日本における福祉国家構造の不在もしくは脆弱さとい

う実情を鑑みたものでもあろう。

(4) ra本製大衆社会jの再編・再収縮一一新保守主義と図経連構想一一
70年代中葉に成立をみた日本型大衆社会は， 90年代に入って以降，その危機と変貌をあらわに

しはじめる。その最大の涼鴎は，先進資本主義歯では80年代から顕著となった， r現代帝国主義J
とよばれる多国籍企業経済の世界展開出資本のグロ…パリゼーションの動向へ，還ればせながら

日本が参入していったことに求められる(15)。

先進資本主義諸国は， 1973年の第1次石油ショックを契機に，ケインズ主義的な経済のブロッ

ク化，そして福祉国家的政治統合が綻びはじめ，金融規制の緩和や貿易と投資の自由化など，多
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国籍企業の世界展開を促進させる方へとベクトルが向いた。そのため，福祉医家体制を支える国

民経済は衰退し，福祉鴎家的政治統合のもとでの盟内のさまざまな保障・保護が切り捨ての対象

となる。そこで新たに台頭してきたのが，サッチャリズム，レーガノミクスに代表される新保守

主義の政治的イデオロギーであった。

B本における新保守主義イデオロギーは， 80年代中曽根政権下の「臨調・行革J路線として登
場するOこの路線は，農産物輸入自由化と各種規制緩和を会留していたが，巨大会業，農村部住民，

都市業考などに主たる支持基盤をもっ自民党内部からの反対もあり，この時期の新保守主義諸改

革は不十分なものに終わった。しかし，パフ、、ル経済の波が51いた1991年以降の不況と円高，そし

て1993年の政界再編によって，日本は本格的に新保守主義的事命へと乗り出すことになる(16)

新保守主義は，サッチャー，レーガン政権を典型に，その思想的パックボーンとしての市場原理

の優越，かっそれに不可分の自己責任論を掲げるのだが，現橋本自民党政権もこれにのっとって，

新たな「行政改革Jを進めようとしている。その際の，市場万能論が全面に出された「規制緩和J
論は，弱者切り捨てを公認とするものでもある(17)。

問時に，パフゃル崩壊後の90年代の日本では， 日本資本の多留籍化にともない，企業内の合理化

がいっそう進展しようとしている。そのことを如実に表すのが， 1995年に出された日本経営者団

体連盟(日経連)の報告書， r新時代の「日本的経営JJ(以下， I報告jとする)であろう。
日経連「報告jに関しては，その批判・検討が，すでに幾人かの識者によってなされているが，

それらによると， I報告Jに示されている戦略は，①躍用形態、の多様化と弾力化，②処遇のいっ

そうの能力主義化，③労働市場の弾力化と法的規制の緩和，③女子労働力の差別化，これら 4点

として示される (18)0 I報告jにみられるように，経営側の携想としてあるのは，資本の多国籍

化にともなっての世界規模の f大競争J. I大分業jに対応してゆこうとする諸施策なのだ。そ
のため，企業体質をスリム化することは不可避で、あって，これまで長期麗用の対象とされていた

「中核J的労働者の急、速なしぼり込みと，それにともなってパートタイマーや派遣労働者などf思

辺jのよりいっそうの拡大とが企図される。例えば「報告Jでは， I新時代Jの新たな労働力の
タイプとして， a I長期蓄讃能力活用型グループJ，b I高度専門能力活用型グループJ，C I麗
用柔軟型グループJの3つのグループを挙げており，企業内でこれまで「年功的jな処遇を受け
てきた労働者層を a，bに分け， I中核Jとして食業内にいわば“囲い込む"層を aに限定し，

bを非正社員として切り離したうえ，女'性パートを中心としたcのグループとともに流動的に活

用することが目論まれている。雇用の流動化と，それを支え促進する法的規制の緩和とが，経営

側の期待するところといえよう。

すでにわが留の失業率は， 1953年以降では最悪の3.5%に達している(19)。そこへさらに，日

経連が構想するような雇用の流動化と，それにともなっての新保守主義的政策である諸々の規制

緩和が行われれば，労働・生活条件の社会全般的な低下をみることは必至であろう O 欧米では，

福祉国家の衰退などから，主として80年代に進んだ大衆社会の再収縮は(20) 日本では，以上の

ような，会業主義的統合の再編というかたちで， 90年代の今呂，進展しつつある。

以上，後藤の所論にしたがって，日本型大衆社会としての“企業社会"をみてきたO 日本のこ

うした企業社会では，企業主義的統合のもとに資本に対しての鎖在的な対効力が極度に弱めら

れ，なおかつ，椙祉国家的な各種の保障・保護は非常に不十分なものとなっているため，個々の

労働者は，能力主義的・業績主義的な競争に身を投じざるをえず，その競争の過程で IJII変調なj



“企業社会"のく批判的公共性〉をさぐる 135 

昇進・昇格を経ることによって，浪費生活を維持する f一人前の」“企業市民"となることが許

されたのであった。しかし， 90年代の今日，資本の多国籍化と新保守主義革命のなかでの，世界

的な f大衆社会の再収縮jにつれて，日本の企業社会もその再編を余儀なくされている。後藤の

文脈では，このように企業社会を捉えることができるだろう。以下では，この企業社会において，

“自立"するということを考えてゆく O

(鼓)

(1) 高橋祐吉『金業社会と労働総合j労働科学研究所出版部， 1989年頁。

(2) 後藤道夫「日本型大衆社会とその形成H日本近現代史 4戦後改革と現代社会の形成j岩波書応， 1994 

年，同「非『市民社会jから『日本型大衆子士会jへj渡辺治編 f現代日本社会論j労働旬報社， 1996年，

参照。以下， r日本型大衆社会j論に関する叙述は，主として後藤のこのこつの論文に拠っている。
(3) 後藤道夫「現代の社会変動をひきおこすもの」唯物論研究協会編『社会主義を哲学するj大月著書庖， 1992 

年， 40頁。

(4) 1950年代後半の松下表一氏の大衆社会論は， r思想、j1956年11月号1こ掲載された松下の論文 f大衆国
家の成立とその問題性J(松下圭-r戦後政治の康史と思想、jちくま学芸文康， 1994年に所収)を檎矢
として展開された。この論文をきっかけにこの時期，いわゆる f大衆社会論争jが巻き起こることに

なる。 50年代後半の大衆社会論争については，辻村明氏(辻村明『大衆社会と社会主義社会j東京大学

出版会， 1967年，など)をはじめとして，多くの論評がなされているが，後藤道夫「大衆社会論争J(東

京唯物論研究会編?戦後，思想の再検討 政治と社会綴j白石委庖， 1986年)に， 50年代後半の大衆社会

論争，及び，大衆社会論から「市民」主義へといたる松下の所論が総括的にまとめられている。

大衆社会論争以降，松下は r<市民〉的人間裂の現代的可能性J(f思想.11966年6月号，前掲松下『戦

後政治の歴史と思想j所収)にみられるように， r明治百年の歴史のなかではじめて， r市民jが成立す
る社会条件が成熟してきたと診断しうる待点に，日本はたったJ(向上番， 17l~)とする，いうならば「市

民j主義へと“転問"してゆくが，松下のこの転回については，評{爵が分かれるところである。 例えば，

都築勉氏は， r松下の状況認識の妥当性を前提として，まさにそのような (60年安保の:岸本)状況に
働きかけてそれを整序する政治的理念として改めて『市民jという言葉が生産されたのであるJ(都築

勉『戦後日本の知識人j世織黍房， 1995年， 242頁)と，松下の「市民J主義に対して，概ね肯定的な

評価を与えている。しかし，桜井智夫氏は，川市民的人間型jというあいまいな，というより既成組織

への妥協としか思われぬ概念の上で作業を続けてゆく限り，松下の理論的オリジナリティーは希薄化せ

ざるをえなかったのであるJ(桜井哲夫 f知識人の運命j三一番房， 1983年， 235-236~) と批判する。

桜井がいうように，松下「市民」主義への転回は，松下がその大衆社会論における提起 大衆社

会のポテンシャリティへの評価一ーを活かすものとはいしミ難い。また，松下の「市民J(r実体として

の市民J)主義が， 1960年代以降のB本の思想状況に与えた影響については，後藤道夫「戦後思想j前

掲渡辺綴『現代g本社会論.1.参照。

(5) 後藤道夫「政治・文化能力の陶冶と社会主義H現代のための者学2 社会j脊木誉1百， 1982年，河「階

級と市民の現在Jrモダニズムとポストモダニズムj青木書応， 1988年，参照。
(6) 後藤道夫「科学・技術批判とマルクス主義Jr唯物論研究j第10号，白石番16，1984年， r可「資本主
義の現在と変革イメージj後藤道夫編fラデイカルに哲学する 5 新たな社会の基礎イメージj大月

1995年，参照。

(7) 前掲後藤「非 f市民社会jから『日本型大衆社会jへJ参照。
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(8) 向上，参照。

なお.r企業社会j成:iLの時期区分は，論者によって異なる。例えば高橋祐吉氏は.r臨調・行革Jが
推進された1981-86年の問に.r企業社会jが成立したとみる(高橋「臼本的経営・企業社会J前掲渡
辺編『現代日本社会論j所収)。こうした時期限分に関してのコンセンサスは，今後の研究・検討によ

る議論を待つことにし，ここでは，さしあたり，後藤の時期区分にしたがうことにする。

(9) 熊沢誠『新編 日本の労働者像jちくま学芸文庫.1993年.226賞。

(10) 前掲後藤「日本型大衆社会とその形成J.282頁。

(11) 熊沢のいうく労働社会〉とは.r労働者がそこに生活の兵体的な必要性と可能性を共有するなかまを
みいだすことができ，そのilJ視的ななかま相互のあいだで働きぶり，稼ぎぶり，雇用機会をめぐる助け

あいと競争制限の黙契を培うことのできる単位」である(官官掲熊沢『新編 日本の労働者像j.187頁)。

闘 いうまでもなく，日本の労働者の f年功」賃金は，たんに勤続を積み重ねれば上昇してゆくような，

いわば「年の功」賃金ではなく，勤続のみならず成績査定をも重重視する，勤続プラス査定の「年と功」

賃金である。小池和努『職場の労働総合と参加j東洋経済新報社.1977年，参照。

同過労死や「働き過ぎ」についての研究は，その問題のZ重要性，深刻さからも，枚挙にいとまがないの

だが，例えば，森閑孝ニ『企業中心社会の時間構造j青木書庖.1995年，参照。また，日本企業の「能

力主義管理J.とりわけその人事考課による査定 (r絶対考課u. r絶対区分J)が，日本の労働者の「す
さまじい働きぶりJをもたらしたとする，鈴木良始 m本的生産システムと企業社会』北海道大学図欝
刊行会， 1994年，参照。

(14) 前掲後藤「日本裂大衆社会とその形成J.265頁。
(15) r現代帝国主義」については，杉本日百七・坂井昭夫 f現代帝国主義体制jの成立と展開過程Jr講座
今日の日本資本主義1 現代帝国主義体制と日本資本主義j大月 1981年，後藤道夫「現代帝国主

議と大衆社会の干制又J縮」後藤編『ラデイカルに哲学する 4 B常世界を支配するものj大月番Ri.1995年，

参照。

また，多鴎籍企業の世界展開については，佐藤定幸「現代資本主義と多国籍企業j前掲 f譲渡今日の

日本資本主義1 現代帝閲主義体制と日本資本主義1北田芳治「多国籍企業j前掲渡辺編 f現代日本

社会論l参照。

(同渡辺治『講療現代日本1 現代日本の帝国主義化形成と構造j大月番底.1996年，参照。

(1司 中西新太郎 r90年代日本社会の再編成と生活問題」中波新太郎他『講座現代日本3 日本社会の再編

成と矛盾j大月著書j苫.1997年，参照。

M 日経連「報告Jに関しての批判・検討は，京谷栄二「日本的労使関係の地殻変動Jr賃金と社会保障j
1159~子. 1995年，問「日本的経営の再編と労働者像Jr季刊 人間と教育j12号.1996年，下山房雄日日
本的経営jの新展開Jr経営論集J43-3・4.1996年，熊沢誠持主力主義と企業社会J者波新議.1997 
年，前掲中沼他『議療現代日本3 日本社会の再綴成と矛盾J.などにおいて行われている。

同 『朝日新聞J1997年6月27日(夕刊)。同紙によれば.97年8月現在で，女子の失業率は3.8%，完全

失業者数は244万人で，いずれも過去最悪となっている。

同先進資本主義諸際における大衆社会の蒋収縮については，前掲後藤「現代帝閤主義と大衆社会の再収

縮J，後藤道夫・伊藤正直『講療現代日本2 現代帝国主義と世界秩序の再編j大fl誉底.1997年参照。



“企業社会"のく批判的公共性〉をさぐる 137 

2. r企業社会からの自立Jか?
日本の企業社会を rs本型大衆社会Jと定位したうえで，その再収縮の過程にある90年代の現
在に，われわれはどのように“自立"しうるのか，これまでの文脈からは，こうした問いが導か

れることも妥当なものと考える。いましばらく後藤の議論を追いながら，“自立"するというこ

との検討に入りたい。

(1 )大衆社会の照応としての福祉関家一一福祉臨家の段暗論一一

前節で述べたような， 90年代におけるほ本型大衆社会jの剛又縮一一新保守主義的「再編j

-ーに対して，後藤li，対抗戦略として f日本型新福祉国家jという構想、を掲げる(1)。

後藤は，福祉医家について議論する際には，その段階区分が不可欠で、あるとする。後藤によれば，

大衆社会の形成は，19世紀後半から戦潤期までの初期的大衆社会と，第2次大戦後のf豊かな社会J
段階に照時するものとの，二段階に区分することができるのだが(2) 同様の段階区分は，福祉

悶家についても当てはまるとされる。

大衆社会の第一段階では，労働者階級の潜在的・現実的な力の増大とともに，帝国主義戦争へ

労働者と農民を動員する必要性から，彼らを，安定的な社会成員一一国民間家の一員一ーとし

て統合する多面的な諸施策が必要となる。社会保障制度も，初等教育の普及・定着，男性への普

通選挙権，各種文字メディアの発達，大衆のナショナリスティックな感情の喚起，などとともに，

そうした大衆社会第一段階の諸施策として行われる。社会保障制度は，福祉属家の主柱であり，

ヨーロッパでは第一次大戦前に制度化されはじめ，第一次大戦後にかたちを整え，第二次大戦直

後に体系的な政策・制度として整備される。

大衆社会の第一段階に照花、する社会保障が体系的に整備されるまでの時期を，福祉患家の第一

段階とするならば，この段階の福祉問家は，ベヴァリッジ・プランに代表されるように，国民の「窮

乏からの自由Jを目的としたものであった。すなわち，ナショナル・ミニマムとして，ブース・
ラウントリーらの「貧菌線J以下の人々の救済を主としていた。
飢餓線的賞罰が国民規模で解摘されたのち，耐久消費財の大量生産出大量消費サイクルの上昇

的自転による戦後の長期的な好景気が弼来する。大衆社会も，この好景気以降，いわゆる「豊か

な社会Jとよばれる第二段階を迎える。多様な商品への泊'費欲求への煽動，ライフスタイル・価
値観・教養などの平準化，学校を通じた社会移動への期待，それにともなう高等教育への進学熱

の高揚…。第二段階の指標ともいうべきこれらは，大衆文化として，マス・コミュニケーシヨン

の発達とともに文化全体を覆ってゆく。

このような「豊かな社会j段階においては，社会保障も，それまでの第一段階における「貧困線J
以下の人々を主たる対象とすることはできず， r貧臨線Jを上盟る賭!替の新たなニーズに対応す
ることが要請され，福祉国家も第二段階へと入る。インフレにともなう物価務整や，住宅・底療・

教育・高齢者介護などへの高い期待に，間家が対応することがせまられる。当然，そのための社

会費用全体が大幅に増大することになるが，長期の経済成長がこの増大を可能としたのであった。

後藤によれば， 1970年代末以降の新保守主義が破壊しようとしたのは，この第二段踏の福祉国家

であり，福祉陸委長一般ではない。

後藤は，福祉悶家の段階論を日本に照らし合わせた場合，前節でも述べたように，r豊かな社会j
に照応したこの第二段階の福祉国家が不在あるいはきわめて弱体であるとする。職種別・熟練度
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別の労働力市場，その市場に強い規制力をもっ強力な労働組合，強力な社会民主主義政党もしく

はその代替物，そして資本蓄積に関する労働分野での強い国家規制など， r豊かな社会jがその
背景にもつ社会・政治システムを日本はもっていない。とりわけ，労働時間，濯用と解麗，男女

の処遇差別などといった労働分野において規制をかけるという点では，日本の国家はいちじるし

く ~jH本なのである O

(2) r対抗戦略としての新福祉臨家J
さて，今日の日本で福祉国家を考える場合，特に，日本版新保守主義革命に対抗する戦略とし

てのそれを構想しようとすれば，うえで述べたような社会・政治システムや国家構造の不在のも

とでは，西欧における福祉国家の担い手とは異なるそれを想定せざるをえないこと，また，西欧

の福祉国家がのちに取り入れようとした新たな諸課題を当初から念頭におかざるをえないことな

どの諸条件によって，既存の梅祉国家とは異なるイメージが予測される O 後藤はそれを f新植手立

国家Jとよぶ。
後藤の描く新福祉関家においては，まずその担い手として，賃金がf年功的Jに右上がりにカー
ブしてゆく民間部門のいわゆる f年功型労働者Jがさしあたり排除される。というのも，前節で

も述べたように，彼ら(民間の年功型労働者はほぼみな男性である)は，企業主義的統合のもとで，

生活費対応的な右上がりの 一一能力主義的な昇進・昇格によってもたらされる一一収入と，

福祉の大部分とを会業に依拝しており，また，彼らのほとんど500~600万人ほどが，新保守主義

に親和的な「連合」に組織されているためである。つまり，民間の年功型労働者sを，新保守主義

批判及び守高祉国家の担い手として想定することが，構造的に困難になっているのだ。

したがって新福祉陸家運動は，彼ら以外の人々に依拠せざるをえない。その主たる担い手には，

f年功性の薄い労働者J一一賃金カーブが比較的早い年齢で横に寝る小零細企業の労働者，向
様に大企業を含めた多くの女性労働者，収入がほぼ横這いである運転手・建設労働者・コン

ピュータ関連の派遣労働者などの「職能型労働者Jとよばれる人々，年収の右上がりの上昇が保
障されていない業者・農民などーーが想定されている。

この福祉国家の担い手のなかに，女性労働者と農民が含まれていることは， 70年代以降の西欧

の福祉国家が試みたそのヴァージョン・アップを意味する o すなわち，女性差別撤廃闘争として

のフェミニズム運動，農業の破壊を一一農民の生活問題，国民の食料開題を当然含むが一一環

境開題として捉えるエコロジー運動の側面がそれにあたる。新たな福祉臨家運動においては，当

初から，女性差別と環境問題とが中心的課題として据えられていなければならない。

また， 1:灸藤は，福祉国家運動の合意として，育児を含む家事，医療，福祉，教育，飲食産業，

コミュニティの各種の世話などのような，いわば「人潟くさいj領域における労働を，先進諸国

の労働世界のひとつの f標準Jとして伎置づけることを提言している。というのも，

会においては，これら領域は「低効率jゆえに，百大資本による「高効率Jな多品種大量生産の
領域を頂点としたとエラルヒー構造の低位・底辺におかれ，その低位・底辺とされた領域は環点

からの収奪をうけることになるからである(資本主義社会のヒエラルヒー構造については後述す

る)。

(3)f新福祉国家構想Jの検討

以下では，うえでみてきた後藤の新福祉関家構想、を検訴してみたい。
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前節でみたように，臼本型大衆社会の食業主義的な統合のもとで，能力主義的・業緩主義的な

競争に身を投じざるをえない日本の労働者が，それゆえ，過労死にいたるほどの行動き過ぎJを
強いられていることを鑑みたとき， r豊かな社会J段階に照応した福祉田家の存在は，そうした
状況下にある労働者にとってひとつのバッファーとなりうる O 年齢を重ねるごとに必要となる生

活費の上昇分を，関家が公的に負担することによって，能力主義的に昇進・昇格して右上がりの

収入カーブを保とうとする働き方は 相当程度緩和されるであろう O

また， r中核一閤辺jという二分法を用いれば， r閥辺Jイとされた労働者 「働き過ぎJを
強いられる労働者が食業社会の「中核Jであるのに対し，多くの女性をはじめとして企業社会で
は相対的に「潤辺jイとされている人々一ーにとっても，椙祉国家は必要な「壁」となる。まし

てや，先の臼経連構想、にみられるような企業社会の90年代的 f再編Jと，それにともなっての新
保守主義的「行革J=規制緩和とが敢行されようとしている今B，それらがもたらすであろう労

働・生活条件の全般的な低下から，個々が身をよせるものとしてのこの「壁Jは，切実な意味を
もつものと思われる。

以上から，後藤の新福祉国家構想、は，さしせまった今日の状況に対するその切実な必要性から

も，また， r臨家をはじめとする各種の『盤jを利用するという，高度に政治的なJ(3)戦略とい
う観点からも，その意義と有効性には深く首肯したい。

とはいえ，新福祉国家構想に対しては，その構想自体へのある懸念と，構想、を位置づける文脈

への難問とを禁じえないのだ。そのことは，“自立"ということに大きく関わっている。

後藤の構想する新福祉国家は，企業主義的統合にある労働者が，そうした状況の相対化を可能

にするという点でも，問時に，企業社会が排除=r屈辺Jイとしてゆく人々の緩衝地帯をつくると
いう点でも，それぞれが食業もしくは企業社会からの依存をより弱めてゆくという意味では，企

業社会からのひとつの“自立"のあり方を示すもの，と捉えることができょう。しかし，人々の

企業社会からの自立が，人々の企業社会に対する依存からの“解放"である一方，そこからの切

り離しを意味するものでもあるならば，そこで一時的にせよ，“根こぎ"となった人々を受け入

れる企業社会以外の“社会"の存在は一一日本型大衆社会として企業社会に人々を統合してき

た日本においては一一一，あまりにも稀薄で、あると思われる。私の懸念と接間は，どちらも，こ

うしたrs本における企業社会以外の社会の稀薄さjという問題と，社会そのものからの“根こぎ"
という問題とに集約されるのであるが，以下，懸念と疑陪，それぞれについての説明を加えたい。

a.ナショナリズムの問題

まず“懸念"について述べれば，それは，福祉国家という「国家jを構想するとき，また政治

的戦略として福祉問家運動を展開してゆくとき，担い手として想定されている人々のなかに，あ

る種の「国家意識J，すなわちナショナリズムが喚超される危険性が生じるのではないか，とい

う点である。

「企業社会からの自立jというとき，この「ーからの自立jという諾からは，エーリッヒ・フ

ロムが述べた「…からの自由Jすなわち f消極的自由Jが想起される。フロムによれば， rト・か
らの自由jがますます進展してゆくとき，この原理は個人間すべての紐帯を断ちきり，その結果，

個人は陪僚から孤立し分離しJ(4)，そしてそのように“根こぎ"と化した個人が，ナチズムへ
と結びつけられていったのであった。

このことと類比させて，日本においての「企業社会からの自立jがナショナリズムをもたらす
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と主張することは，あまりにも突飛であるし，また，そもそも歴史的な文脈の相違を無視してフ

ロムの議論と重ね合わせるのはナンセンスであろう。しかし，あながちこの類推がはずれている

ともいい難い。

資本の多箆籍化=多国籍企業化の世界的展開に，遅ればせながらも呂本が本格的にそこへ巻き

込まれてゆく今日の状況下では，日本国内の産業空調化も促進されてゆくものと思われる (5)

ただでさえ失業率の高い現悲，空調化の進展によってさらに濯用が危ぶまれるとなれば， r日本
国民jという意識が，日本においても顕著となった外国人労働者へと， ドイツの「ネオナチjの

ように暴力的なかたちでぶつけられていかないとはかぎらない。また，そのようなナショナリス

ティックな感情は，日本企業が進出してゆく先の国々に対して(6) B本の内外から向けられる

こともありうるのではないか。

福祉国家運動は，多かれ少なかれ，またどういう性質のものであれ，そこに「国家意識jなる

ものが含まれざるをえないと思われるのだが，新聞やテレビから伝わってくる，多分に不器な雰

囲気のなかで，企業社会から“根こぎ"となった人々を中心に福祉顕家運動を組織するときに，

ある種のナショナリズムが生じる危換性は無視できない。福祉国家運動は，ナショナリズムに対

して'慎重であるべきではないかと考える。

なお， r企業社会からの自立jという考え方は，先の日経連 f新時代の『ヨ本的経営jJにみら
れる財界の戦略と震なる。前述したように，ここで主として企図されていることのひとつには，

労働力のより弾力的な活用，すなわち麗用の流動化があるのだが，これなどは，企業依存的では

ありながらも，しかしその一方で労働者の側に強くある

日経連「幸報設告Jに代表される，財界のこうした戦略の背最には，資本の多国籍化=多国籍企業

化があるために，表面的には「国擦イヒJや「世界市民主義jが標梼される。後藤がいうように f基
本的趨勢は，帝国主義のインターナショナル化J(7)であって，私たち大半の感情にあるのはn境
遇はちがってもみんな同じ人間だから通じあえるはず』といったお手軽なインターナショナリズ

ムJ(8)なのかもしれない。しかし，現代帝国主義は，例えば「国益jというものをめぐって，
ナショナリズムとインターナショナリズムとを恐意的に使い分けるのであり (9) 湾岸戦争時の

イラクの日本人人質の抑皆，また最近ではベルーの日本人大使公邸人質事件などといった，いわ

ゆる f非常時jに対して，私たちの「お手軽なインターナショナリズムjはあまりに脆弱ではな

いだろうか。現時点で，支配層・保守の側から寵接的なナショナリズム喚起が行われるとは考え

にくいのだが，その可能性，そしてそれが受容される危険性も，ゆえなしとしない。

b.大衆社会のポテンシャルをめぐって

次に，後藤が新議祉患家を構想するうえでの文脈についての“疑問"を述べるO

その文脈は，概略示したように，日本型大衆社会とその再収縮というものであった。後藤が，

日本の企業社会を日本型大衆社会と捉えるとき，そこには「大衆社会J概念の敷桁があり，また，
1950年代後半の松下圭一氏の議論にみられたように，大衆及び大衆社会のポテンシャリティとい

う歴史的条件のなかで，新たに社会を構想、してゆくというモティ…フがあったことも，先に述べ

た通りである。私の疑問は，この大衆社会のポテンシャリティへの評価が，後藤が新福祉国家を

構想する際，どのように反映されているのか，という点にある。私見では，後藤の新福祉国家構

想、には，そうしたポテンシャリティへの評価から導かれている酪と，むしろその評価を半ば放棄

しているのではないかと思われる面との，両面がうかがえるのである。
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まず，新福祉民家構想において，後藤の大衆杜会のポテンシャリテイへの評価が象徴的に表わ

れている面について述べておく。それは，後藤が福祉臨家運動の合意として，家事や福祉などのrffi;

効率Jな領域における「人間くさい労働jを，内票準Jとして捉えようとしている点であろう。
「低効率Jに対比されるのは， r高効率jな領域すなわち多品種大量生産部門であるが，この
領域は「労働を技術で置き換えていく過程が無制限にどんどん進むJ(10)という傾向を強くもつO

“労働を技術で置き換えていく"ことの問題については，また別に考えなければならないテーマ

だが，そのこと自体は，一般に物的生産性の上昇をもたらすものである。後藤は，この点を生産

力概念との関わりで捉え， r生産力上昇を物質的富の最の無限の増大という方向で考えるのをや
め，量的なある醍界一一不確定で，それ自体，H霊史の進行とともに拡大しつづけるであろうが

ーーを認めJr物資的富の最をも f自然に幾何級数的に増えていく』ものとしてではなく，高度
に人為的なコントロールの対象とし，必要があれば，量的増大は長期にわたってやめ，あるいは

縮小すらできる，という対象として考えJ(ll)ょうとする。例えば，物的生産性の上昇，生産力

の上昇による物質的な富の増大を，たんに自己と物・サービスとの関わりだけでみるのではなく，

労働強度，安全，環境汚染，労働の場での民主的諸権利の確保などとの関連においてもみた場合，

そのような生産力の上昇に対しての批判も必要となるであろう。後藤によれば， rこうしたタイ
プの批判は， じつは市民社会に対する根本的な批判となる可能性を持っている。こうした批判は

臣大会業の反社会的行動にむけられざるをえず¥さらに，コマーシャリズムとマス・コミの現代

的なあり方，政治全体のあり方にむかわざるをえないからであるJ(12)。

大衆社会のポテンシャリテイは，そうした批判を可能とする経済的・精神的余裕を拡大す

る(13)。刊誌効率Jで f人間くさい労働Jを f諜準Jへという新福祉国家構想の合意も，この文
脈で捉えることができょう。

さて，問題は，大衆社会のポテンシャ 1)テイへの評価が放棄されていると思われる揺である。

それは，福祉国家運動の担い手となる層の想定，あるいは捉え方によっては，新福祉国家を構想、

しようとする考え方そのものである。

先にも述べたように，後藤が福祉国家運動の担い手として想定する人々は，小零細企業の労働

者や還転手，派遣労働者，女性や農民など，いわば「年功性の薄い労働者Jである。再び「中核
一周辺jというこ分法を用いれば，この「年功性の薄い労働者jは，企業社会からは「周辺Jイと
されている層といえる。対して「中核Jにあたるのは，民間企業で賃金が「年功的jに上昇する「年
功型労働者jであるが，後藤によれば， r年功型労働者JI曹は，企業社会の企業主義的統合から
脱しきれず，それゆえ，福祉国家運動の担い手にはなりえない。福祉関家運動の担い手は， r周辺J
fヒされた人々による，いわ';f“商辺連合"である。

以上から図式化すれば，福祉臨家運動は，企業社会というひとつの“社会"の内部一 r中核j
労働者出「年功型労働者Jの側一ーからは，もはや批判の可能性はなく，“社会"から「周辺j
化された“層辺連合"が，社会の外部から内部を批判するというかたちになっている。

この図式は，斎藤純一氏がいう f制度の内部における精神の消滅と制度の外部への主観性の亡
命の夢J(14)という一節を想起させる。斎藤によれば「社会の内部にはおよそ批判の可能性は存

在しないという断念は，その可能性を，マジョリティの外部に，そこから周辺化された領域に託

そうとする態度を導いてきた(傍点:岸本)J (15)のだが，このような態度は，大衆社会的統合

が進展していることを認めながらも，どこかにそれを免れたイノセントな領域をさがそうとする

もの，といえる O 大衆社会的統合を免れたイノセントな領域に批判や抵抗の根拠を求め，そして
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実体化しようとすれば，そのことは大衆社会のポテンシャリティを否定，もしくは霧散させるこ

とになりはしないか。

もちろん， r局辺jからの批判が，無意味なわけではけっしてない。社会から排斥され，底辺
に押し込まれ，そしてもっとも抑庄をうけてきた人々の社会に対する告発や抵抗は，今8におい

ても重要であり，そしてそうした人々からの告発や抵抗なしには，社会の「内部jに位置する側は，

自らを反省するきっかけすらつかめないかもしれない。しかし，社会の f内部Jと「外部」とを
一一加害者一被害者のように一一二分してしまうことは，かえってその問に成立しうる交流の

可能性を閉ざしてしまうことにもなりかねない。 f被差別，被抑圧をパネとする抵抗の力は，中

心ないし内部における批判の可能性とどのように出会うことができるだろうかJ(16)と，斎藤は

問うのである。

新福祉国家構想、は，この斎藤の開いに答えうるものとはいい難い。福祉国家運動の担い手とし

て想定された企業社会の f周辺jである人々が， r中核jたる人々と出会う，そのみちすじは示
されていない。福祉国家の存在は， r中核j労働者が，企業主義的統合を相対化するきっかけを
つくり出すが，企業社会自体の内的な変革を車接に促すものではない。

大衆社会の碍収縮期における，対抗戦略としての新福祉潤家構想には 一一くりかえすが，

その意義と有効性には，深く首脅したいが一一，企業社会 f内部Jからのラデイカルな批判は
みえにくい。このことは，福祉関家運動が，“自立"のあり方としてみた場合， r企業社会からの
自立jであったことに規定されているように思われる。“自立"の捉えなおしが必要で、あろう。

次節では，その作業を行いたい。

(註)

(1)前掲後藤「資本主義批判の現在と変革イメージム参照。以下，新福祉国家構想に関する叙述は，後

藤のこの論文に拠っている。

(2) 前掲後藤「日本波大衆社会とその形成J，参照。

(3) 後藤道夫「磁教審批判と潤民の教育機論」育期千秋他『競争の教育から協同の教育へJ青木警庖， 1988 

年， 230賞。引用したこの部分は， 80年代臨教審の教育改革案に対して，公教育を擁護するうえで述べ

られたものだが，その際，溺家の「接jを利用するということの意味は， r私事f生Jゃ f自己嚢任」へ
の解体に抗することとして捉えられている。新福松沼家構想、も，こうした考え方と重なるものと恩われ

る。

(4) エーリッヒ・フロム『自由からの逃走j(日高六部訳)東京創元社， 1951年， 125頁。

(5) 北田芳治氏によれば，多国籍企業化が，必ずしも議業祭洞化を招くものではない。欧米では，例えば

アメリカの企業がヨーロッパに進出し，ヨーロッパの企業がアメリカへ行くという，いわゆる「相互浸透」

がみられた。しかし，日本の場合には，この相友浸透はほとんど当てはまらない。日本企業の進出は一

方的であり，海外企業の対日進出はほとんどない。北図によれば，それは日本企業による鼠内市場の掌

握度が極めて強関だったためであり， しかも今日では円高が日本への外溺企業進出を困難にしている。

前掲北田「多国籍食業J，参照。

(6) 日本企業の対外進出うもは，低賃金利用を主たる白的としているため，近隣のアジア諸国であることが

多い。前掲北田「多国籍企業J，参照。

(7) 前掲後藤 f現代帝国主義と大衆社会の再収縮J，287賞。

(8) 中西新太郎「新オデユツセイア」官官掲後藤総『ラデイカルに哲学する 5 新たな社会への碁縫イメー
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ジJ.108Ji。

(9) 後藤によれば，この使い分けは「資本のインターナショナリズムと医家のナショナリズムとの本来的

な矛盾の多劉籍企業時代における現われである」とされる。前掲後藤「現代子安E盟主義と大衆社会の再収

縮j.288夏。

(10) 前掲後藤「資本主義批判の現在と変革イメージj.69Ji。

(1却 後藤道夫rr共産主義j理念の湾検討J藤田勇綴『権威的秩序と国家j東京大学出版会.1987年.532賞。
(12) 前掲後藤「政治・文化能力の陶冶と社会主義j.226頁。

陣後藤は，とりわけ，労働者上層ともいうべき「新中間層jが.rこの層の場合，自分の生活全体をトー
タルに守り発展させていこうとする姿勢と努力を，保持できるだけの経済的・精神的余裕がある程度存

在しており，欲求構造じたいも，ある穏度反省された質を持つ可能性を持っているjとしているo前掲

後藤「政治・文化能力の陶冶と社会主義j.225Jio 

1950年代後半の大衆社会論争において，松下圭一氏は，大衆社会状況のー特性として，新中間}替の増

大を挙げている(前掲松下「大衆国家の成立とその問題性j)。当時の松下のこの主張に対しては，思沼

肇氏によって批判がなされ(田沼肇 ra本における f中間層J問題jr中央公論J1957年12月号).新中
間層の問題は日本の現実にはそぐわないものとされた。以後，日本における新中間!震の増大をめぐる議

論は，村上泰亮氏の「新中陪大衆」論をはじめとした.1970年代後半から80年代にかけての大衆社会論

争を待たねばならなかったといえよう。村上がいうように，おそらくこの時期に，日本における新中間

層の増大は「一つの事実jとなったと思われる。村上泰亮『新中間大衆の時代j中央公論社.1984年，

参照。

大衆社会のポテンシャリティとして，新中間層の増大にともなっての f市民社会に対する根本的な批

判jの増大をみてとることは可能であろう o しかし，大衆社会論争以降の松下の「市民j主義にみられ

るように，新中間爆の政治的保守i笠の浪tl定を誤れば，ある意味で f啓蒙主義への逆もどりjが生じる危

険性もある。前掲後藤「大衆社会論争j.1986年，及び第1節の設4を参照。

同斎藤純一f批判的公共性の可能性をめぐ、ってHモダーンとポスト・モダーンJ木鐸社，ぬ92年.198頁。
(15) 悶上.199Ji。

(16) 向上.201賞。
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3.“自立"を捉えなおす

(1)“怠立"を捉えるうえでの前提

ここでは“自立"の捉えなおしを行ってゆくのだが，そのまえに，まず，前提としておきたい

ことを述べようと思う O

“自立"を捉えなおす際の前提を一言で表せば，“自立"するということを，“個人主義"的に

は捉えないという点である。

この場合の“個人主義"とは， R. N.ベラーらがいう「ラデイカルな傭人主義J，すなわち f個
人は社会から切り離された絶対的な地{立をもっとする功利的俗人主義・表現的個人主義Jをさし
ている。ベラーらによれば，個人主義はけっして一元的な概念ではなく，主として「倫理的個人

主義Jと，この「ラデイカルな個人主義jとに分けられており， rラデイカルな個人主義jが， rお
互いどうしから人を切り離そうとするjものであると批判されているのに対しJ倫理的個人主義j
は， r個人と共詞体が相互に支えあい強化しあうようなあり方jであるとして支持されている (1)。
あらかじめふれておけば，以下で述べようとする“自立"のあり方は，ベラーらのいう一方の「個

人主義jである「倫理的個人主義Jのあり方と重なり合うものでもあるが，ここでは，もう一方
の「ラデイカルな個人主義jを“個人主義"としておく。

“自立"を個人主義的に捉えないということのよしは，“個人"というものが，個人主義をお

し進めることによってバラバラになった個人，個人詞の紐帯を断ち切り，孤立化と分断化によっ

てアトム化した，いわば“根こぎ"の個人となったとき，そのような個人が，字義通り f自立j

する一一他の援助や支配を受けず，自分の力で身を立てるーーなどということは，ありえない

ことと考えるからである。個人は他者にまったく依存することなしに生きてゆけるという，いわ

ゆる「自立した偶人Jという考え方自体が，そもそもフィクションなのだ。個人主義によって，
個人仁共同体・集開とが分離され，競争と「自己責任jの論理が閥歩しているとすれば，後藤

がいうように，それは「資本主義的な f私事性Jの範聞の拡大J(2)なのである。個人主義的な

考え方，すなわち「集団が全くのマイナス価値とされるということじたいが大きなブルジョワ的

バイアスJ(3)であるからだ。

ここでいまひとたび，後藤の大衆社会論にもどろう。後藤によれば， r西欧型の大衆社会であっ
ても，泊券市民の中心たるブルーカラー労働者が社会の実費的成員になる主な手段は f集団Jで
あり『集団主義jであって，個人の自立と競争ではない。…(中絡)…むしろ，企業という『集団J

が中心的な準拠集団となるか，地域的あるいは産業部の労働者社会がその準拠集団となるか，と

いう違いが日本型とヨーロツパ型とをわける特質である(傍点:岸本)J (4)とされる。この指摘
にしたがえば，大衆杜会化の日本的な条件のもとでは，各々の r1関人Jにとって，企業が「準拠
集団jすなわち一種“共同体"としての役割をはたしたと捉えることもできょう。

企業を共同体として捉える考え方は，これまでにも多くみられた議論である。例えばR.P.ドー

アは，自本の労働者が，イギリスの労働者に比べて「組織志向j的であり，長期雇用，属人的賃

金形態，企業内訓練，企業を供給主体とする福利摩生など(これらはみな，日本の企業主義的統

合の“装置"だが)，これらのもとで，労働者が現に濯用されている会社にコミットしていると

した(5)。また，最近でも，間宏氏が「企業コミュニティJという概念を用いて， r企業は，正規
従業員にとって，働く場であるにとどまらず，村落における地域コミュニティと詞じく，共助と

私助の役割を果たしているJ(6)と述べている。
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このような「企業共同体J論がある一方で，高橋祐吉氏は，それは「あくまでも擬似 f共同体j
に過ぎないJとしている。食業共部体の擬似性は，高橋によれば「企業社会の『平時jにおいて
は能力主義的競争秩序のもとで企業の権力体としての性格は薄められ，労働者は『自発的jに権

威主義的支西日のもとに包摂されることになるのであるが，その『戦時jにおいては全『企業人J
を対象として権力体の利害が容赦なく貫徹され，権力主義的支配のもとで企業社会の外皮が剥ぎ

とられるJ(7)という点にある。

しかし，杉村芳美氏がいうように， r確かに，会社での共同体精神はしばしば内に向かつて過
剰に発掛されたjが， r戦後の日本社会において善きにつけ悪しきにつけ共同体精神をもっとも
よく育て上げたのは会社共同体(傍点:岸本)J (8)ではないのか。ドーアや聞の議論にそのまま

したがうわけではないが，まさに，企業が「養きにつけ悪しきにつけJ，すなわち，企業が，
橋のいう「擬似性jをもちながらも，その共同性もしくは凝集性によって“個人"をつなぎとめ

ていたからこそ，“個人"はまったくの“根こぎ"となることを，免れていたのではないだろうか。

企業のこうした共同体的性格が否定され，あるいは企業社会をはじめとして存在していた，あ

らゆる中間的な共向性が喜子定され，倒人主義的

保守主義的改革の日本版，あるいは日経連「報告書jにみられる構想と震なり，いってみれば，

政財界の f思うツボJとなるかもしれない。個人主義的“自立"によって偶人の“根こぎ"化が

進むと問時に，さまざまな共同性が喪なわれてゆくとき，その行きつく先は，ファシズムもしく

はアノミ-(無秩序)，どちらかでしかないのではないかと危燥する。前者の危倶に潤しては，

後藤の福祉国家運動に対する懸念としてもすでに述べたつもりであるが，後者のそれに関しても，

けっして杷憂ではあるまい。

クリントン政権下で労働長官を務めるロパート・ライシュによれば，いわゆる「レーガノミク

スjのもと， B本に先がけて新保守主義的改事を行ったアメリカにおいて， 1990年には，個人が

麗うガードマンの数が，アメリカの全労働力の2.6%を占め，これは1970年の倍の比率であると

いう (9)0 70年代末以降に急激に拡大した階層格差と，由来の地域コミュニテイの分解，そして

新保守主義的政策による社会保障の削減とが相倹って犯罪率が増大し，生命や財産を守るために，

個人が「自助jと f自己責任jとして私的にガードマンを雇わねばならないという状況が生まれ

ている(こうした状況は，個人主義のもたらしたひとつの帰結ではないかと考えられる)。アメ

リカのあとをなぞるように，日本も，こうしたアノミツクな状況をすでに迎えているのではない

か。危機意識をあおるわけではないが，今日すでに，その「堤防決壊jのような不穂で不安な雰

囲気を，まさに我が身に感じざるをえないのである(新聞.TV等の“不穏な"ニュースの数々

をみよ)。

以上の理弱から，偶人主義一一一重ねていうが，それはベラーらのいう「ラデイカルな個人主義J
である一ーに則して“自立"を捉えるという考え方には，与することはできない。

ところで，後藤の福祉国家運動は，諸個人の企業社会からの“離昇"から，それがもたらすか

もしれないアノミックな状況一一アメリカに先例をみるようなーーに対し，むしろその離昇を

逆手にとり，国家という「聾Jを利用しながら，そうした状況へ向かうことを喰い止めようとす
る戦略として，提起されたものともいえる。しかし，福祉国家運動には，企業社会内部からの批

判の可能性が見えにくく，その点がひとつの陸路となっていることもこれまで述べてきた。以下

で考えたいのは，企業社会から離界するというよりは，企業社会内部にとどまって，そこから“自

のあり方をさぐるという，ある意味で従来通りのものである。
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(2) <根づき〉の思懇一一熊沢誠「職場に摂をおろすこと一一

個人主義的“自立"にかわるそれを模索するうえで，ここでは，熊沢誠氏の「職場に根をおろ

すことJ(10)という小論を中心に，熊沢の所論に着目する。

熊沢は，食業社会でのさまざまな要請 「仕事の手}I僚を守れ，仕事をきめられた時間にこ

なせ，なかまと競争で働け，上司の命令にさからうな，私生活でも f会社第一Jを心がけよJ(ll) 

にいやけがさし，職業生活のすべてに絶望して，就職してしばらくたっと転織を希望する，

あるいは実際に転職してしまうような fノンエリート青年jたちに対して，職場へ定着すること，

「できるかぎりいまの職場をやめないでいまの職場を住みやすいところに変えることJ(12)をよ

びかける。

熊沢がいうように，ノンエリート青年たちにかぎらず.rつねにその属する労働の世界を脱出
可能なものと考え，ひとつの仕事・ひとつの職場にとどまらずに個人としての能力をのばしてゆ

くところを求めるJという考え方からは.r現実には競争主義と，競争のシビアな結果を緩衝さ
せるための階層差別の承認が生まれやすいJのであり，また「能力発揮によって『労働者』から
脱出したものの優越感.r労働者』であることを人生の一経過点たらしめようとする不断の上昇
志向Jがもたらされる (13) こうした考え方こそが，じつは日本が成長を遂げてゆくうえでの「愚
民の常識Jともなっていた(14) しかし熊沢は.r労働者であることJをネガテイヴなものとし
て捉えさせるようなこうした考え方に反して，むしろ f労働者がくらしを立ててゆけること，の

びのびと働いてゆけることを悩値とする読点jに立つ。そして「労働者が生活の根拠地を築くj

ためにも.rひとつの仕事・ひとつの職場に定着Jすることが必要であるとする (15)。
熊沢のいう f定着への営みJは，まずは，職場において，そこで必要とされる平均的な技能を
習得することからはじまる。それは「定養すべき職場社会での平等なあっかいを要求する発雷権

の基礎J(16)であり，そのうえで，労働者への仕事の配分の仕方と，仕事そのものの内容とが検

討される。能力主義的に仕事配分がなされている戦場一一日本の多くの職場はそのようなもの

であると思われるが一ーにおいては.rよりましな仕事・より序列の言語い職務に f脱出iするこ
とをめざして，労働者たちが競ってひどい残業を引受け，有給休暇を返上し，仕事のノルマをふ

やしさえするという労働者間競争jが蟻烈なものとなり.r人いちばい壮健で、なければ，職制の
いうことならなんでもきいて身を粉にして働かねば，完全に生活を保障された従業員になれないj

という状況が生まれる。また，仕事のやり方やベースに関する権限が，その仕事に携わる労働者

から奪われていたり，自らの労働の成果と他者の生活との関わりという点で，その関わりを実感

できるような仕事の意味が稀薄であったりするとき，尊厳をもつことのできないそうした仕事を

労働者が続けてゆくのは難しい。仕事の配分方法と仕事の内容とを向うことは.r大多数の労働
者が職場に長く住むことができるか否かを決定的に左右するjという意味をもつのである (17)。

労働者が職場へ定着し，そこでの定着の営みによって「いまの職場を住みやすいところに変え

るJ.すなわち「職場に長く住むことができるJようにすることは，借家人が f蔚イ主権jを獲得
するように，労働者が自立的に生活を守る力を得るということでもある。戦場へ定着することは，

熊沢によれば「労働者としての自立jと捉えられているのだ(18)。

さて，それでは，熊沢が「労働者としての自立jというときの，この“自立"を検討してみる

ことにしよう。

熊沢のいう“自立"が，個人主義的な“自立"と異なるのは明白である。悩人主義において，

個人と，組織や集盟(共同体)とが，本来的に対立物であるかのように捉えられているのに対し，



“食業社会"のく批判的公共性〉をさぐる 147 

熊沢においては，個人と集団とは不可分のものとして捉えられている。個人主義が，個人を集団

から切り離すことによって，億人を“根こぎ"化する傾向をもつのに対して，熊沢の場合一一「定

着Jということばにも表わされているように一一，個人の集団へのく根づき〉が求められてい

るのだ。熊沢はまた別なところで次のようにも述べている。「現代のふつうの労働者の力能とは，

多かれ少なかれ，特定の職場の特定の装置を支障なく稼働させるなかまの協間作業のなかに，そ

の有機的な一部分として構造化されjており， したがって円聞の労働は，共間作業の結果とし

ての企業の商品のなかに溶かし込まれているという「労働における無名性jのなかにあるのだが，

「彼ら，彼女らが偶として尊重されるためには，逆説的ながら，労働におけるこの無名性への自

己還元と，そのことの対様であるなんらかの共同体の獲得を必要とするとさえいえよう。…(中略)

…平凡な労働者の個としての自立とは，その人が同じように平凡ななかまたちとともにつくる労

働社会の自立そのものにはかならない(傍点:岸本)J (19)。

“自立"するために必要とされることは，このように偲人が集団へと，まず「根づくjことな

のではないだろうか。個人はある集団のなかに根をおろすことによって，よりしっかりと立つこ

とができる。それは必然的にある種の“依存"をともなうものであって，“自立"と“依存"と

は対立するものではない。

しかし，労働者と職場の場合であっても，個人が集団へ「根づくjことは，労働者が企業のい

いなりになることを意味しではない。熊沢は「定着への営みjとして，まず職場で必要とされる，

とりあえず f一人前jと目されるような技能を習得し，そのうえで，職場を長く働き続けてゆけ

るようにするために，主として，仕事の配分商に関わる能力主義的競争や査定の問題，仕事自体

の内容の問題などのチェックが必要だとしているのだが，このとき，労働者と職場の関係は，ハ

サミを使うという行為において，私たちが，ハサミをあたかもそれを梗う手の延長のように，い

わば「身体化jすると同時に，ハサミの構造自体が，私たちに，それを使う手の指の動きを強制

するというような，手とハサミの棺瓦規定的関係に相似的である (20)。労働者が職場へと「根づくj

ためには，例えばそこで「一人前jとしての技能の習得を要請されもするが， しかし労働者は職

場を自らが住みやすいように変えもする。

労働者と職場の関係は，このように相互規定的な関係をもつひとつの“関係性"として捉えら

れているといってもいい。〈根づき〉は，こうした関係性の構築であり，そしてその変容可能性

でもある。

(3) r関係のユートピアjの必要性
しかし，関係性を構築し，ときに変容してゆくうえでは，階層性というものが，ひとつの障壁

となって現れてくるであろう。

現存するさまざまなヒエラルヒーのもとでは，そこでの階層間格差を所与のものとしたうえで

関係性が築かれるという場合のほうが，むしろ多いと思われる。そのなかには，下位階層におか

れているものが自ら階層性を容認し，上位階患に対して行う“面従腹背"や，あるいはそれと同

じ含みをもつが，一線を画して自らの文化のなかに住む一一うえから行われる一種強制的な「共

生Jに反しての一一“分生"など，ある意味で積極的に評価すべき関係性のあり方もあるO と
はいえ，階層性にともなう差別の問題，とりわけ日本の企業社会出日本型大衆社会においては，

企業のみならず，学校をはじめとしたあらゆるところで，効率性が至上のものとされ，能力主義・

業績主義的な競争と管理のなかで生じる「能力Jの優劣にもとづいた差別一一「個人還元主義J
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による近代的な差別(21)一一ーが顕著である。関係性の多くが，こうした能力主義による階層格

差を容認する「能力の優劣関係Jとなっているのが現状のように思われるが，こうした路穿を脱
するための手がかりとなるものはなんだろうか(なお，階層性を容認する“国従腹背"や“分主主"

の場合でも，例えば“分生"するもの同士でのこうした能力主義的な差別の克服は，不可欠となっ

ているであろう)。

中西新太郎氏は，一元化された能力の優劣関係のもとでは， r人並みJという考え方も， r能力J
の配置上のある一定レヴ、エルに達していることをさすようになり，そのため，例えばrl穣害之江不幸」
といった非常に狭い幸福観を，私たちが少なからずもつようになったと指摘する。そのことを鑑

みるに及んで，中西は n能力jがなくても『できなくjても幸揺ではありうる。人並みの人間
でありたいという要求の実現にとって本当の問題は，それぞれに『能力』のちがいのある私たちが，

そのちがいにもかかわらず平等でありうるしくみを考えることであり，その場合の平等のや身を

あきらかにしてゆくことJを提起する。そこから，個人還元主義的な能力観 cr学校教育制度の
普及がもたらした最大の錯覚の一つJ)の克臓が目指され， rある関係のもとで生きられる状態j
が模索される (22)。

中西によれば，能力観一般に関して私たちが抱いている理想、，すなわち f人のもてる能力を全

面的に開花させるJという，いわば「能力のユートピアjは， r人が互いに結び合う関係の場弱
で発撮された能力の在り方(能力の関係態)を，能力そのものの在り方として規定していないか

ぎり不十分なものであるJとしている Oこの「能力の関係態」を支えるものを，中西は「関係のユー
トピア」とよぶのだが， r関係のユートピアをもたない能力のユートピアは必然的に能力主義に
弘摂されjてしまい，理想は，むしろ差別をもたらすものとして機能してしまう (23)。

f関係のユートピア」とは，中西によれば「互いの人間的幸福をもっとも人詩的な仕方マ相互に，

会社会的に保証する関係であり，そのために諸個人の力が最適な方法で結び合わされるような関

係であるJ(24)と定義される。この考え方にしたがえば，個々人の儲開化された f能力jを極大

化するのではなく，また「能力jを故意に抑制するのでもなく， r関係の構造にしたがって能力
を意志的に統制してゆくことが必要jとされるのであり， r関係のユートピアを原理として考え
ると，私たちの『能力jの不揃いは，これを『自然に』補完する関係形成の動閣であっても，社

会的地位や差別の根拠とはならない。…(中略)… f不平等なj主体と f不平等なj出発の，そ

れぞれの差異を f自然にj補定する関係の在り方こそ関係のユートピアのめざすものなのであ
るJ(25)。

以上のような，中頭のいう f関係のユートピアjを構想することは，私たちがく根づき〉

関係性の構築と変容一一の過程において，階層性によってもたらされる差別の克服や，階層間

あるいは階層内においての“平等"が目指されるとき，必要とされる大きな前提であろう。例えば，

職場への「定着の営みJにおいても，この f関係のユートビアjの考え方なしには， rいまの職
場を生みやすいところに変えることJも難しい。穿った見方をすれば，熊沢のいう「労働におけ
る無名性jのなかには，この f関係のユートピア」が埋め込まれているのではないか。「労働者

としての自立Jが，労働者の「労働における無名性jへの自己還元としてなされるとき， r関係
のユートピアjにもとづいた，労働者向士の差異の補完関係 比較的仕事の要領の悪いものを，

職場の他のなかまが補い合うといったような…ーが存在しているはずであるO したがって，“自

のためのく根づき〉行為には，この「関係のユートピアJがともなわれていることが，肝要

であるといえよう。
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{4}“自立"と f批判的公共性J

以上の議論から，“自立"するということを，く根づき〉と関係性の構築(もしくはその変容可

能性)である，と措定したい。この自立が， r関係のユートピアjを前提とし，差別の克服や平
等の実現を射程に見込んだものであることはいうまでもない。この自立はまた， <生きる場〉とく生

きられる関係〉の獲得である， ということもできるだろう。

企業社会が8本製大衆社会として成立し，その喰ー性ともいうべき状況が進められてきた過程

において，私たちの多くは，まがりなりにも企業社会をく生きる場〉とし，そこでさまざまにく生

きられる関係〉を築こうとしてきたはずで、ある。企業主義的統合のもとにおいては，例えばそれが，

悲喜こもごものく根づき>，欝屈をともなった関係性であったとしても，自立の試みは，日々，紙々

と行われてきたのではないだろうか。

もちろん，企業社会が，そのような自立をおいそれと許容したわけではない。企業社会はこれ

までも，企業社会にとってのさまざまな「周辺J部分を，その社会のいわば「外部Jとして，排
他的に生み出してきたし， r内部jにいる人々にとっても，企業別総合をや心とした日本の労働
運動が，資本・経営に対する規制力を弱めてゆくにつれ，過労死や長時間労働に代表される日本

の企業社会の問題が重くのしかかっていった。そうした重圧が，企業社会の「内部Jに生きるこ

とを「日常Jとする人々に，その「日常jをためらわせるようになり，自立は「企業社会からの
自立jとみなされるようになったのではないか。

90年代の現在，日本版新保守主義革命は， 80年代から強められたこのような雰囲気にまさに“使

乗"しているといえよう O そこで行われようとしていることは，現代帝闇主義のもとでの大衆社

会の再収縮であり，その一環として，日経連構想を中心とする，雇用の流動化をさらにおし進め

るなかでの，企業社会の f中核Jの絡小， r閤辺Jの拡大である。
この「中核一周辺J1ヒをおし進めようとする企業社会に対しての批判を，先にみたようにそこ
から「周辺j化される人々にのみ求めるのではなく， r中核Jたる人々にも求めるのであれば
社会の「内部jにも批判の可能性を求めるのであれば一一，そこで自立しうる人々の関係性の

なかに，批判の可能性は存在する。葛藤や矛窟を学みながらも，絶えず詩形成されてゆく関係性

のなかに批判は生まれうる。もちろん，こうした批判は，社会の「外部jからの批判を，多くは

その契機として必要とするが，ときにそうした関係性のなかからの批判は， r他鴎の労働者を国
らせる働き方をしないこと，窮乏地域のためにより多く働いて無償でその産物を譲り渡すこと，

できる子がもっとできることになるより，できない子ができるようになることを優先するこ

とJ(26)といった態度をもたらしもする。このように，人々の関係性，すなわち「あいだjに見

出だされる批判の可能性，そして社会の f内部jと「外部Jとの出会いをもたらしうる批判の可
能性を，斎藤純一氏は， r批判的公共性Jとよぶ(27)。
今日の企業社会から f毘辺J化されつつある人々を結集しようとする，後藤の福祉盟家運動も，
〈生きる場〉としての企業社会における， r中核jたるものたちの「あいだJからの批判，すな
わち f批判的公共性jと出会うことなしには 草えたちのく生きられる関係〉が企業社会のな

かにさぐられることなしには一一，私たちが自立することは難しし、であろう。それでは，今日

の企業社会における「批判的公共性」を，どのように見出せばよいのか。以下ではそれをさぐっ

てみたい。
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(設)

(1) R. N. ベラー他『心の習慣~ (潟葱進・中村安志訳)みすず書房， 1991年， viJi (r日本語版への序文j)。

向苦手の巻末に付された「用語解説Jによれば， r功利的個人主義jとは， rある基礎的な人間的欲望と
恐怖…(中略)…を所与のものと見なし，人間生活を偶人によるこうした所与の目的に関する自己利援

の最大化の努力と捉えるような個人主義のー形態j(向上警察， 392真)であり，また「表現的偶人主義J

とは「すべての個人は感情と直観の独特な核をもっており，倒性実現のためにはこうした核が展開ある

いは表現されなければならないと主張するj(向上苦手， 394頁)ものであると，それぞれ定義されている。

ベラーらは， r功利的倒人主義jと「表現的f属人主義j，すなわち「ラデイカルな偶人主義Jによって，
現代アメリカの人々は私的生活のために公的世界から返却し，その結果，公共的生活のみならず，私的

生活さえも袋小路に追い込んでしまったのだとする。

偶人のアイデンティティ・クライシスをも引き起こした fラデイカルな個人主義jによる陸路から脱

却し，人々がふたたび公共的生活を取り戻すためには，個人の存夜基盤としての“共同体的なもの"の

復権が求められていると，ベラーらは主張する。この“共同体的なもの"こそ，ベラーらのいう f記4隠
ストリ ナラティヴ

の共同体jにほかならない。「自らの物語，自らの成り立ちを語る物語を伝承し，また共肉体の意味

を体現し例示するような男たち女たちの姿勢を教えるj(同上書， 186頁)ものである「記憶の共同体Jは，

個人にf共間体的な生き方を定義づけるような儀礼的・美的・倫理的な実践j=rコミットメントの実践」

(問上望書， 188頁)を促す。このような「実践jに根ざした“個人主義"のあり方を，ベラーらは「倫

理的傭人主義」とよぶのであるo

ベラーらのいう f表現的個人主義」と，アメリカにおいて， r心の習慣』原著の初抜本の刊行 (1985年)
と同じ時期に議論された山崎正和氏の「柔らかい個人主義j(山崎正和『柔らかい個人主義の誕生j中

央公論社， 1984年)との類似性については， r心の習慣jの「訳者あとがきjで，翻訳者のひとりであ
る島蘭進氏が指摘しているが cr心の習慣~， 399頁)，ベラーらと山崎の議論との関連，また山崎のいう「柔

らかい個人主義Jや「消費する自我j，あるいは村上泰亮氏の「新中間大衆」論(前掲村上『新中間大

衆の時代1参照)などと関わっての， 80年代以降の日本における「公的空隊Jの衰退については，米

原謙 f日本的 f近代」への問いj新評論， 1995年，参照。

(2) 前掲後藤「臨教審批判と国民の教育権論j，228真。

(3) 前掲後藤 f臼本盛大衆社会とその形成j，261真。

(4) 向上， 261賞。

(5) R. P ドーア『イギリスの工場・日本の工場~ (山之内靖・永易浩一訳)筑摩著書房， 1987年，参照。

(6) 間宏『経済大国を作り上げた思想、j文奨堂， 1996年， 112実。

(7) 前掲高橋『会業社会と労働組合J，5頁。

(8) 杉村芳美「共同体精神の保守Jr発言者~ 1997年7月号， 59賞。

(9) ロパート .B・ライシュ『ザ・ワーク・オブ・ネーションズ~ (中谷巌訳)ダイヤモンド社， 1991年，

369真。

(10) 前掲熊沢『ノンエリートの自立1.参照。

(J.J) 河上，0'言。

(12) 河上 6頁。

同向上， 11頁。

同 日本の労働者のこうした“脱出志向"に関しては，前掲熊沢 f新編 日本の労働者像.1，参照。

同前掲熊沢 fノンエリートの自立.1， 6夏。



同向上 7頁。

(1司向上 7真。

(18) 向上. 9 -13頁。
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跡前掲熊沢 f新編 日本の労働考{象.1.175J言。

側市川浩 r<身〉の構造j講談社学術文康.1993年，参照。
制竹内章郎 rr弱さjの受容文化・社会のために」佐藤和夫編 fラデイカルに者学する 2 r近代Jを
間いなおすJ大月番庖.1994年，及び，竹内意郎 rr弱者jの哲学j大月著書庖.1993年，参照。
闘 中西新太郎 f学校的知識からコミュナルな知へ」前掲吉田『競争の教育から協同の教育へ.1.参照。

倒向上.105頁。

凶向上.106真。

凶向上.106-107頁。

岡向上.106賞。

間前掲斎藤「批判的公共'性の可能性をめぐってJ.参照。
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4.社会の「内部Jと「外部jとが出会う場所

ある社会におけるく批判的公共'性〉をさぐるとき，すなわち社会の「内部jに批判の可能性を

求め，そしてそれが「外部jからの批判と出会うことをさぐろうとするとき，この場合にも，社

会の「内部Jと「外部jとが，どのような関係性を築くことができるのか，という読点が不可欠
のように思われる。企業社会であれば， r中核jと f周辺Jとの関係性の携築であり，そしてそ
れは両者の自立の問題と関わる。

このことをさぐるうえで，ふたたび、後藤の所論にもどり，福祉国家運動の提起において後藤の

指摘した問題を関連させて考えたいと思う O

(1)効率性のヒヱラルヒー

まずは，後藤の所論にしたがって，企業社会をさらに広く捉え，その構造をつかむことからは

じめたい。

後藤によれば，現代の資本主義生産の特費支は， rそれが一定の範鴎内 一一資本主義生産の合
目的性の範間内一ーで，きわめて濃密な形式的合理性をもっとともに，その範囲をひとたび超

えた視野でみるならば，まったくの非合理性をうみだしている，という構造をもつことJ(1)で

ある。

「資本主義生産の合呂的性Jとは，例えばそれはテーラーリズム，フォーデイズムの貫徹した“工
場のモデル"である。オートメーション化した工場において，その機械化され，自動化されたシ

ステムの維持と，なによりもコストの削減口収益性の拡大のために“効率性"が重視されるように，

資本主義市場経済においては，効率性，特に収益性を重視したそれにもとづいて， r高効率J/r低
効率Jといった領域の峻闘がなされ，それら領域間でのヒエラルヒーが形成されている。

後藤によれば， r低効率jとは， r労働の制約に限界があり，技術で入荷労働を置き換えていく
過程が一定の限度を超えにくいJ(2)という状態をきしている o 後藤は，このように，効率化し

てゆくことに限界をもっ「低効率jな領域を挙げる。家事，医療，福祉，教育といった，人間へ

の車接サービスが仕事の内容であるもの，建設業，運輸業，清掃，自動車の修理といった，労働

が多様な条件のもとで行われるため労働集約的で機械化が部分的にしか行われないもの，文化産

業，情報産業，被服産業といった，指費者の需要が多様なため少量あるいは一回型の生産しか行

われないもの，等々。「非常に多くの領域が，じつはその労働の性格そのものによって『低効率』

であらざるをえないことは，この列挙だけでも想録がっしむしろ，労働を技術で量き換えてい

く過程が無制限にどんどん進むようにみえる領域のほうが，本当は少数派であろうJ(3)。

こうした「低効率jな領域は，経済活動として収主主性が低いため，市場にその姿を現わさない

のだが，とはいえ，人詞の諸活動にとってはおろか，効率性を至上のものとする多品種大量生産

を主とした「高効率jな領域にとっても不可欠な，いわば「低効率だが必要Jな領域である o し
かし「社会的に有用な活動(労働)の全体は， r必要だが収益性はマイナスjな領域を鹿辺とし，
巨大資本による『高効率jの多品種大量生産の領域を頂点とする，国内的，関際的な棲雑なヒエ

ラルヒーをなしてJおり， r頂上部分は，刊誌効率だが必要jな諸部分に支えられてはいるが，無
鏡あるいは低コストでこれらを利用するJ(4)のである。

そもそも資本主義市場経済おいては，人間の活動・労働にかぎらず，水や空気を含む自然資j原

や環境など，一般に市場の「外部jにあるさまざまな要素を大量に，その直接・間接の経済資源
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として用いている。しかし，資本主義的経済活動は，そうした市場の「外部Jにある要素を， r無
償jあるいは「低コスト」なものとして扱おうとする。したがって，そうした要素も，ヒエラルヒー

上は， r高効率j部門の下位におかれる。
もちろん，後藤がいうように，何を「無償jとし，何を「低コストJとして扱うかは，例えば
環境破壊に対する公的な規制など，社会的・政治的諸条件によって決まってくるであろう O しか

し，現在の日本を合む世界的な新保守主義は，市場万能論のもとに，市場「外部Jにあるものす
ら市場化し， r低効率J部門の公的な保護のとりはずしを進めようとしている。
とりわけ，日本は大衆社会的統合が企業主義的統合として行われてきたため，そのような保護

はそもそも弱体である(むしろそうした“保護性"までが，企業のコマーシャリズムに利用され

ていることは， r地球にやさしいj商品の数々が巷院にあふれでいることからも，容易にみてと
れるであろう)。企業社会が，うえに述べたような効率性のヒエラルヒー構造として，根強くあ

ることは確かである。

(2)大鷺生産出大量濁費のサイク)vと，それに対蕗した労働力

効率性のヒエラルヒー構造をみたうえで，まず問題としたいのは，その構造上の環点である多

品種大量生産部門を中心とした，資本主義社会，企業社会においての生産サイクルの問題である。

このことを問題にすることは，生産サイクルに表裏一体のものとしてある，消費サイクルを問題

にすることでもある。

生産力の発展は技術革命を大きなモメントとして，労働生産性の飛躍的な向上をもたらすと河

時に，生産と消費の大規模な分裂をももたらした。大量生産は，こうした一定の生産力段階の技

術的要素を前提とするとともに，その生産物を吸収する消費市場を前提としている。

大衆社会，とりわけ f豊かな社会Jとよばれる大衆消費社会においては，見回宗介氏がいうよ
うに， r資本のシステム自体による需要の無限の自己創出J(5)によって，大量生産=大量摘費サ
イクルの自己盟転が可能となる。見回によればまた，資本による需要の自己創出は， r市場関係(消
費財市場における，対象の商品としての購買)という回路をとおしてしか，自己を充足すること

のできない欲望の主体の大量的な創出J(6)でもある。この「欲望の主体jには，その欲望の対

象が商品であるがゆえに，藤品世界の論理に大きく規定され，商品攻勢によって，その欲望の拡

大とともに，さまざまな「個性jゃ f文化jがおしつけられる。もちろん，企業の利潤拡大を至

上命題とする背景がそこにはあるのだが，こうした「欲望の主体Jが，市場における物財の増大
と多様性，すなわち多品種大量生産のシステムを支えているともいえよう。そこでは，大量生産

=大量泊費サイクルの自己増殖が行われており一一ー当然，生産と消費の大規模な分裂がその前

提であるが一一，大量生産=大量泊費サイクルは，増殖にともなってその困転の速度をより強

めてゆこうとする傾向をもっ。

次に，大量生産=大量消費サイクルは，それに対応する労働力を要求し，選別する。大量生産

z 大量消費サイクルが，その速度増加への労働力の対応を強いてゆくさまは，例えば鎌田議氏の

f自動車絶望工場jに典型的に描かれているであろう。ジョブ・サイクルあたりの時間が縮めら

れるにつれ，コンベアラインからの「脱落者jが生み出されてゆき，ラインのスピードについて

ゆけず，病に倹jれた季節工の一人は， r一度倒れた人はもう働けないjと工長に雪い渡されるの
である。「かれは労働力としての使用鏑値を失ったJ(7)のだ(こうした状況を含めて，労働力に

対する要請のあり方は，当然，労資関係のあり方によって規定されるが，日本の企業社会におい
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ては，その要詰が，資本の側，経営側のほぼフリーハンドとなっているのが現状である)。

そのような「経営権の貫徹jのなかにある今日の企業社会において，そこで要請される労働力

大量生産=大量消費サイクルに対応する労働力 は，熊沢誠がいうように， r機能的フ
レキシピリティJ及び〈生活態度の能力〉を発揮することのできるそれを環点としているといえ
よう (8)
ノ O

f機能的フレキシピリティJとは， r会社に入った眠り，どんな仕事をするかは会杜の要請によっ
てつねに変動するjといった，仕事のさせ方における弾力性のことをいう。日本会業の特織とさ

れるこのブレキシピリテイは，主として正社員，すなわち「中核j労働者に対して要請されるも

のであり，非正社員の雇用数及び人件費に関する弾力性である「数量的フレキシピリティjと区

別される (9)0 r機能的ブレキシピリティJの要請に適正、しなければならない正社員=r中核j労
働者層は，その要請のみならず， rノルマの『自己申告jと達成，残業・サービス残業・休日出
勤の応諾，配転・出向・単身赴告の応諾，アフターファイブの体力増強， QC 活動や『自己啓発』

の勉強など，広義の仕事にかかわる生活態度そのものを『会社向き』にするJ(10)能力としての，

〈生活態度としての能力〉をも要請される。

正社員}醤に対しての f機能的フレキシピリティj及び〈生活態度としての能力〉の要請は，能

力主義管理のもとに行われているため 一一特に後者の場合，能力主義管理における人事考課

の「情意考課jの一環として行われる (11)_ ，r能力主義Jの建前上，形式的には女性労働力
を排除するものではない。しかし，r機能的フレキシピリティjへの適応をはじめとするハードワ}
クは，正社員として働き続けることの選択を多くの女性にためらわせるものであ、り，それゆえ女

性労働者は，そうしたハードワークも辞さず，キャリアウーマンたるべく正社員の道を歩むもの

と，主として非正社員であるノン・キャリア組，もしくは専業主婦として，家事や育児，地域コミュ

ニテイにおける諸活動といった，企業社会が「外部j化する領域を支えるものとに，大きく分化

することとなった(12)。

したがって，正社員層として期待される，企業社会の「中核J労働者は，依然として男性労働
者が中心である。しかし，男性労働者にとっても，食業社会の要請，すなわち多品種大量生産に

おける大量生産出大量消費サイクルに対応した労働力となることの要請に適応、しうるためには，

まず「健康であることJが大きな条件となる。 f中核Jとして働き続けてゆくうえでは，病気や
ケガをすることは，r労働力としての使用価値を失うことJであって禁物であると問時に，r老いるJ
ということも， r健康jを維持してゆくうえでは大きな障壁とされる。企業社会は，そこでの「中
核」労働者にこうした条件を強いることによって， r若く健康な青年男子であり続けることjを
イデオロギー化しているといえよう (13)。(女性であっても，キャリア組として「中核jとなろ

うとすれば，例えば f男まさりの女jとなることが要請され，これはこのイデオロギーの延長上

にあるといえる。)

今日，大衆社会の再収縮の過程で，新保守主義革命が企業社会の「中核一周辺J1とによって，
雇用の流動化をおし進めようとするとき，先にみた日経連『新時代の「日本的経営Jjにある労

働力のタイプ分けは，女性労働者のみならず，男性労働者の分化をももたらすであろう。また，

日経連構想、がいっそうおし進めようとする能力主義が，雇用流動化による労働市場の不安と相

倹って， r若く健康な青年男子Jというイデオロギーをさらに強化するに違いない。そのことは
つまり，実質的に「若くJr健康なJうちに， r働けるだけ働き，稼げるだけ稼ぐ」といった，利
那的な働き方をもたらすということを意味する。新保守主義の「自助jと「自己責任jの論理が，
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その論理の延長として進める諸々の社会保障の郎減とともに，そうした働き方に拍車をかけるこ

とにもなろう。

(3) <批判的公共性〉の“地下水脈"

さて，企業社会における，その社会の「内部jからの批判の可能性，すなわちく批判的公共性〉

は，うえでみたような，企業社会からの労働力の要請，特にf中核J労働力に対してのイデオロギー
的要請に対しての， r中核j労働者からの批判に求められるはずだ。大衆社会の再収縮によって，
そうしたイデオロギーが強められようとしているのであれば，今日のく批判的公共性〉の可能性は，

企業社会内部からの，そうしたイデオロギー批判であるべきだと考える。

倒えばうえで示したような， r若く健康な青年男子であり続けることjというイデオロギーに
対して，そうしたイデオロギー的要請からひしめく声が，批判の大きな手がかりになりはしない

か。「若くあることJ，r健康であることJ，そして「男であることJ(あるいは f女であることJ)…。
それらを強要されることに対しての不安は， r人いちばい壮健でなければ，完全に生活を保障さ
れた従業員になれないjというかたちで，おそらくはだれしもが抱くはず、なのだ。もちろんこう

した不安が，むしろルサンチマンと化して，これらそれぞれに対置されるような，r高齢者(老人)J，
f病弱者・障害者J，r女J(あるいは「男J)に対してぶつけられてゆくことも少なくはないかも
しれない。

だからこうした不安から解放されよ，などということが，ここでいわんとすることではけっし

てない。むしろ，そうした不安にとどまるべきなのだ。先のイデオロギーからくる不安は，いい

かえれば，老いや病気(あるいは「障害Jをもつこと)， r男J(あるいは f女J)であることを維
持してゆくことへの不安なのだが，こうした不安のひしめきは，“身体性"のひしめきであると

も捉えられる。「若く健康な青年男子であり続けるJというイデオロギーにしたがい，そうした
自分をつねに維持してゆこうとすれば，例えば，他者からの声と同時に「もうそんなに若くない

んだから…jなどといった自己の内調からの声と抗いながら， r自己自身をコントロールすると
いう，自己自身の内部での政治J(14)を行うことになるO あげし自分の身体であるにもかかわ

らず，それがまるで“他者のように疎遠なもの"に感じられるというかたちで，すなわち“身体性"

のひしめきとして現われるのである。

嵯峨一郎氏は，フォード・システムの登場などによって，こうした“身体性"のひしめきとい

う問題は，ますます顕著になっているとする。嵯峨はいう。fこんにち私たちの直面する事態とは，

身体性の稀薄化の桜限化と表現できなくもないJ(15)。しかし，嵯職はまた f人間はもともと自

分の窮居な身体をとおして他者とかかわる以外にないのだが，と同時に，身体は他者との関係性

を反映する鏡でもある…(中略)…まず人と人との『あいだjこそが，身体にとっての根源的な

場なのである(傍点:岸本)J (16)としている。ある身体を強要されることによって，身体の稀

薄化が進むとき，そこで“身体性"のひしめき，いいかえれば「ままならない身体jに対しての

不安が生じる。しかし，嵯峨がいうように，身体が，他者との関係性を反映する鏡であり，人と

人との fあいだJを根源の場とするならば，必要とされるのは， rままならない身体jから解放
されることではなく，むしろ「ままならない身体jにとどまること，そしてそうした身体を媒介

として，他者との関係性を構築することではないだろうか。それぞれが，それぞれの「ままなら

なさjによる差異を埋め合いながら。これまでの文脈から，このことが自立を意味するのはいう

までもない。
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企業社会「内部Jからの批判の可能性は，このように，企業社会のイデオロギ}に対しての，“身

体性"のひしめきに求めることができょう。そして，“身体性"のひしめきを問題とすることが

できれば，企業社会の「内部jと「外部Jとは，“身体性"をめぐっての批判として出会うこと
が可能であるO 企業社会における「中核j労働者が， fままならない身体Jに不安を覚え， しか
しその不安にとどまって関係性を構築しようとするとき，企業社会から「周辺J1とされている人々
女性をはじめとして，先に挙げたような f高齢者jや「障害者jといった人々 の抱え

るfままならなさ」と出会い，そして関係性を築く可能性も生まれうる。 (f中核Jと「周辺J，r内
部jと「外部Jのこうした出会いは，それぞれの「ままならなさJからくるルサンチマンが，両
者の溝をむしろ深める危うさをもつであろう。しかし，関係性を構築する際には，お互いを傷つ

け合うといった，そうした危うさをそもそも含んでいるのである。)

このような，“身体性"をめぐっての批判の可能性が，では，エコロジー運動とどのような関

係性を構築できるのか。後藤の新福祉国家構想において，後藤が，新たな日本型の福祉国家が西

欧福祉国家のヴァージョン・アップとして，フェミニズ、ムとならんでエコロジー運動を含まざる

をえないとしている点に照応させるという意味でも，この問題を考えてみたい。

会業社会「内部Jからの批判とエコロジー運動との関係性を考えるうえでは，
消費サイクルの，そのサイクルの回転を問題にせざるをえないだろう。多品種大量生産のシステ

ムは，先にみたヒエラルヒ…構造においてみられるように，自然資源や環境などの「無償Jある
いはrf，丘コストjとしての利用， もしくは収奪によって成り立っているのだが，いまこのシステ

ム自体の放棄-rエコロジストのユートぜアJ(17)ーーをさしあたり目指さないとすれば，
生産のサイクルの速度を，現行のそれよりも緩和させるという道が，エコロジー運動と，食業社

会批判とをつなげる可能性のひとつと思われる。生産サイクルの速疫を緩和させることによって，

資源や環境からの収奪度を緩和してゆくという方向である O 生産サイクルの速度がある種の“身

体性"を規定する一一生産システムが規定する“身体性"の問題も非常に大きいのだが(18)

ことを鑑みれば，企業社会からの“身体性"をめぐる批判一-rジョブサイクル90秒の仕事に『満
足jしていた女子労働者が同僚の頚罵腕症候群をみて突然工場の門前に座り込むJ(19) と，

エコロジ…運動とはつながりうる。

エコロジー運動にかぎらず，生産サイクルの速度緩和は，企業社会において，社会的 f弱者J
とよばれる人々との関係性を広げるという方向でも進めてゆくことが，肝要であろう。例えば，

ジョブ・サイクルあたりの時間が，いわゆる「ふつうjの人々にとってもきっすぎる職場であれば，

あるいは，ノルマがきっく，勤務時間外においでさえもく生活態度の能力〉を要請されるような

職場であれば，そうした職場は「弱者Jをはじき出してゆくだろうし，新たな「弱者」を生み出
しもするだろう。そのような職場のあり方ではなく，むしろ，財やサービスの生産サイクルを緩

和しながら， f弱者jであっても f長く住むことができるJ職場が-f弱者jが自立するとい
う意味でも一一志向されないだろうか。その場合技術開発も，後藤がいうように，生産性を上

昇させる「効率の論理による一人歩きJとして行われるのではなく， fたとえば，身体の不自由
な人の援助には多くの技術開発がなされるべきであって，介護労働者が腰や膚をいためないよう

に労働内容を改善するJ(20)といった方向へと転換させることが望まれよう。ここでは，関係性

を構築するうえで“身体性"が問題となるのと同時に，“身体性"をめぐっての関係性に介在す

るものとしての“技術というテーマが新たに頭をもたげてくるのだが，このテーマについては，

ここでは特にふれないことにする (21)。
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また，生産サイクルの緩和は，当然消費サイクルの緩和でもある。その緩和は，現在の消費水

準を社会全体的にヲiき下げることを意味する。企業活動による廃棄物の問題とともに，消費生活

におけるゴミの増大がダイオキシンなどの問題をもたらしている今日の状況からすれば，現在の

私たちの消費水準の引き下げも必要とされる，というよりも“急務"とされているのかもしれない。

しかしそのためには，価値観の大きな転換をともなう，消費社会のみなおしが不可避であろう。

臼本の消費文化の問題については (22) しかしこれもまた，別稿を期したいと考えている。

以上，会業杜会におけるく批判的公共性〉として，そのひとつを“身体性"という点にみてき

たが，それが身体というものの性質上，人と人との「あいだjに見出だしうるものであることは，

これまで述べてきたとおりであるO その「あいだJとは，すなわち関係性であり，関係性及びそ
の構築の過程に生じる批判の可能性は，その社会の「住人jたるものたちが揖り当てることので

きる“地下水脈"のようなもの，といえようか。おそらく，関係性を求めるある種の“渇き"が

こうした“地下水脈"を掘り当てるのであり，そして“地下水脈"はなんらかのかたちでどこか

とつながっているはずなのだ。

(4)まとめにかえて

本稿では，企業社会を，大衆社会概念を敷桁させた日本型大衆社会として捉える後藤道夫氏の

所論にしたがって，それが今日，再収縮の過程にあり， r中核一局辺J化の拡大が進んでいるこ
とをみてきた。後藤は新保守主義によるそうした状況のおし進めに対抗する戦略として，福祉国

家=尽本型新福祉国家構想、を提起する。罰式化していえば，それは企業社会から「周辺j化され

た人々，及びその再収縮の過程で「周辺J化されつつある人々を主とした「企業社会からの自立J
であった。

しかし， r…からの自立jといった消板的な自立のありょうではなく，それをく生きる場〉とく生
きられる関係〉の獲得， と措定するとき，食業社会もひとつのく生きる場〉として捉えられ，そ

こで自立しうる人々のポテンシャリティー一一それは大衆社会のもつポテンシャリテイにほかな

らない一ーもみえてくる。

もちろん，過労死や環境問題など，企業社会はその内外に多くの問題をもっ社会である。そう

した社会から離昇し，社会の「外部jから批判を行うことは，確かに有効ではあるけれども，そ

の「内部jとの関係性を断つことにもなりかねない。「外部jはもちろんのこと，社会の f内部j

からも批判の可能性をさぐること，すなわちく批判的公共性〉が，企業社会においても求められる。

ここではそれを，“身体性"のひしめきとして提示したが，それはく批判的公共性〉のひとつの

あり方であって，それにつきるものではない。

「企業社会からの自立jとしての後藤の福祉国家運動が，企業社会を“国家"によって律しよ

うとするものであるならば，企業社会にく批判的公共性〉をさぐること一一例えば“身体性"

というものにそれを求めることーーは，企業社会をその社会の「内部J，それもごくミクロの局
留から律してゆこうとするものである。“公共性"はけっしてひとり酪家のみに帰せられるもの

ではない。斎藤純一氏によれば， r今日，政治は，マクロな公共性の権力化したアリーナに必ず
しも収数せずJ、えってそこから解き放たれ生活のよりミクロな諸領域に拡がっている。…(中略)

…従来，私的領域，非政治的領域として位置づけられてきたごく日常的な諸関係が，かつてな

かった比重で政治的な意味をもちはじめているのである(傍点:岸本)J仰)。つまり，大所高
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所的な見地からではなく，ミクロな，従来私的，非政治的なものとして位寵づけられてきた，斎

藤が「親密関Jとよぶ領域から“公共性"を構想することが目指されているのだ。斎藤のいう「親
密酪Jは，私たちの自立にとって必要なく生きる場〉と置き換えてもよいであろう。
とはいえ，先進諸国における市場の飽和と不確定性の拡大，そしてそれにともなってのfグロー

パル・ウェブJ化など(24) 既存の企業組織自体がいわば“液状化"している今日，このく生き

る場〉の兵体的な想定を企業社会において行うのは容易ではない。企業社会のこうした地殻の液

状化のもとでは<生きる場〉は，職場 スタティックなものだけではなく，それぞれに異な

る「キャリアJ(25)をもっ労働者によって編成されたそれも含めて一一，家族，地域などで織

りなされる棲層的なものを想定すべきであろうが，ここではその示唆にとどめようと思う。

以上，論点が多岐にわたってしまった。しかし一一多分に未熟な書き手である私のいいわけ

に過ぎないにせよ一一一，現代社会と関わりながら何かを考えることは，現代社会の複雑さゆえに，

さまざまな問題を学づる式に引きよせてしまうのではないだろうか。そこでさまざまな条件を複

合させ，構想と実証との緊強のなかで，まがりなりにも社会科学に携わってゆきたいというのが，

不遜な筆者の態度なのである。ご了承及び，ご批判願いたい。

(註)

(1) 前掲後藤「科学・技術批判とマルクス主義J.34真。

(2) 前掲後藤「資本主義批判の現在と変革イメージJ.68頁。
(3) 向上，的資。

(4) 向上.70頁。

(5) 見回宗介 r~晃代社会の環論』宕波新著書. 1996年.30真。

(6) 向上.30真。

(7) 鎌田慈『自動車絶望工場』現代史出版会.1973年.152真。

(8) 熊沢誠「食業社会と女性労働者j日本労働社会学会年報6rr i託業社会Jの中の女性労働者.11995年，
参照。

(9) 熊沢誠「二つのフレキシピリティJr季刊 窓.112号. 1992年，参照。
(10) 前掲熊沢「企業社会と女性労働者J. 6~。

仙 人事考課を含めた，日本企業の能力主義管理についての熊沢の批判として，熊沢誠『日本的経営の明暗i

筑摩書事房.1989年，参照。

同熊沢誠「被差別者の自由H社会主義と労働遂動.11994年6月，及び前掲熊沢「企業社会と女性労働者J.

参照。

(13)例えば.r健康Jが企業社会，あるいは産業社会においてイデオロギーと化していることについては，
イヴァン・イリッチ『脱病i涜化社会.1 (金子織郎訳)品文社. 1979年，アーヴィング・ケネス・ゾラ
ヘルンズム

f健康主義と人の能力を奪う医療化」イバン・イリイチ他『専門家時代の幻想¥.1(港関治訳)新評論.1984 

年，パーパラ・ドゥーデン f身体を歴史的に読み解くJ(玉野井麻利子訳)r思想.11985年10月号，など
を参照。

同市JII浩 f精神としての身体j講談社学術文庫.1992年. 25~。

(l5) 嵯峨一郎 f労働の状況と精神医学・覚え著書きj嵯峨一郎 rr他者jとの出会いj田畑著書応.1985年.55 
頁。
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間論文の末尾で， I媛峨は，斎藤茂努氏の『妻たちの思秋期Jを引き， r斎藤は，その身体の位置と感
性を，男から女へずらせることによって，こんにちの会業社会の姿をそれだけ鋭く描きあげたj(同上番，

61頁)と述べている。縫峨はこのことをこれ以上展開していないので，その合意について少しばかり考

えてみたい。

斎藤茂男『妻たちの，思秋期~ (講談社÷α文庫， 1994年)によれば，例えば「会社人間jに過剰なま
でに適応してしまう銀行員や商社員などの奏たちが，夫婦関係の破綻ゆえに，次第にアルコールへ溺れ

てゆく，などといったさまが捕かれている。夫の側が， r紘織のなかで，自分に諜された役鋭を達成し
ていくことに生きがいを実感し，そのために苦楽をともにした男どうしの一体感に酔いながら，会社と

いう共同体に身も心も注ぎ尽くすjU妻たちの思秋期~ 71頁)とき，むしろ奏の側が，夫との関係性の

崩壊から，その心身，とりわけ身体のひしめきを訴えるのである。

夫婦をはじめ，家族における“身体性"をめぐってのこうした「あいだ」が回復されることは，企業

社会の，ある意味で根源的な批判となりうるのかもしれない。単身赴任にまつわる問題なと“身体性"

に着目する場合，家族の「あいだJに生じる批判のもつ意味は大きいと思われる。

回向上， 54頁。

間前掲後藤「科学・技術批判とマルクス主義j，45頁。後藤によれば，デイピツド・デイクソン，アン

ドレ・ゴルツらが，こうしたシステムの放棄を志向するラデイカルな「エコロジスト」であるとされる

のだが，同時に， r生産カ上昇ということの理解を，より総合的なものとすることj(向上番，46Ji)を
せまるものであるとしている。

同前掲市川 r<身〉の構造164-68真。市川によれば，生産システムにおいてのいわゆるく機械による

疎外〉は，人閣の「身体化」が非常に図難な問題であるとしている。この，生産システムにおけるく機

械による疎外〉の問題については，中岡哲郎氏をはじめ，多くの研究がなされているので，ここではふ

れない。中間哲郎『工場の哲学j平凡社， 1971年，参照。

同熊沢誠 f労働のなかの復権j三一書房， 1972年， 158真。

側前掲後藤 f資本主義批判の現在と変革イメージj，79Ji。

制例えば，インターネットをはじめとするコンピュータを中心とした技術開発が，新たな関係性を構築

する可能性をもつことは確かであろう。しかし，そうした関係性が，コンピュータを用いることからく

る“身体性"の疎外や，ネットワーク化によって関係性が拡数することから生じる自己解体一一一これ

もまた“身体性"の疎外に起因していると思われるが一ーなどといった問題をもたらしもする。こう

したジレンマについては，稿をあらためて考えることにしたい。

倒見聞宗介氏は，大衆消費社会における情報化の一環としての蔵品のイメージ化戦略が，資源の収奪度

をむしろ緩和する可能性をもっとしているo前掲見出『現代社会の理5命1142-151の「ココア・パフ」

の節を参照。

僻前掲斎藤「批判的公共性の可能性をめぐってJ，191-192頁。 斎藤がいうような，日常性のなかに政

治的対抗性をみようとする試みとして，中沼新太郎「文化的支配に抵抗するj前掲後藤編『ラデイカル

に哲学する 4 日常世界を支配するものj，参照。

凶先進諸国における市場の飽和と不確定性の拡大については，マイケル・ J・ピオリ，チャールズ.F. 

セーブル『第二の産業分水嶺~ (山之内靖・永易浩一・石田あつみ訳)筑摩書房， 1993年，参照。

ピオリ I セーブルは， 1960年代後半以降，世界経済は困難な時代へ入っていったとみている。安定と

繁栄を生み出してきた第二次大戦後最初の20年間の機構が，突如としてインフレや失業，不況，社会不

安を引き起こすようになったのだが，それらは彼らによれば，① f不慮の出来事/政策的失敗jによる
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危機，そしてより根本的には② fシステムの限界」によるそれとして，説明される(向上番，第7

ピオリ=セーブルのいう①の危機としては.(1)60年代後半に広範にみられた抗議運動による門士会不

安J，(2)国主主格場制の放棄と変動相場制への移行.(3)第一次オイルショックとソ速の小麦貿付け.(4)第

一次オイルショック.(5)高利子率，世界的な景気後退，が挙げられている。経済的混乱が，まず供給面

の危機(労働力不足，食料不足，石油不足など)として始まり，さらに需要国一一誠整機構や政府の

対応のせいでーーの危機へと変化していった，と彼らはみる。特に議要閣の危機は，各商品市場での

需要の規模や構成，原料の価格や入手可能性がよりいっそう予測不可能になったこと，すなわち「不確

定t性の拡大」として現出したのである。

このような不確定性がある一方で， しかし「戦後の展開のなかでもっとも影響力が大きく，もっとも

長期にわたったのは，先進関における淡費財市場の飽和J(同上書.243頁)がもう一方の窃の危機とし

てあり，先進諸国の市場飽和状態は，各国間の貿易を通しての相互浸透が進むとともに.r第三世界j
の開発戦略によってさらに悪化することになる o

市場の飽和と不確定性の拡大というこれらの危機が.r繁栄の20年Jをもたらした一期の産業構造と
しての大量生産体制を危機に陥れたのだとするのが，ピオリ=セーブルの指摘である。

ロパート・ライシュは，ピオ 1) セーブルと同様，国家のケインズ主義的調整に基づいた大量生産体

制(ライシュはこれを f経済ナショナリズムjとよぶ)が行き詰まり，生産システムはE寄付加鏑イ窓生産

を志向するそれへと移行したのだという(前掲ライシュ『ザ・ワーク・オブ・ネーションズ.00 ライシュ

はさらに続ける o ~寄付加価値型企業は，均質でlレーティン的に生産される襟準的な製品ではなく，特別

仕様の製品やザービスに基づいた事業を展開する。そこでは，以下の三つの技能が必要とされる。@問

題解決能力(プロプレム・ソルヴイング).②問題発見能力(プロプレム・アイデンテイブアイング). 

③戦略的媒介能力(ストラテジック・ブローキング)。高付加価値型企業は，これら三つの技能を備え

た新たなテクノクラートともいうべき「シンボリック・アナリストJを擁し，ニーズとその解決策を結

びつける新しい組合せを絶えず「発見」することによって利益を生み出してゆく。そのため，潟付加価

値型企業にとっては，速さと車主快さがきわめて重要となるor古い大量生渡方式の企業では，工場，設備，
商品，それに巨額の従業員給与のような固定費は，適切な管理と予測を実現させるために必婆であった。

高付加価値愛企業においては，そんなものは必要のない負担である。本当に考えねばならないのは素早

く問題を発見し，手ぎわよく解決することだけであるJ(ライシュ前掲著書. 121-122頁)。したがって，

企業の組織も，大量生産型のピラミッド総織は間態と解決策を生み出すチームの頻繁かっ非公式なコ
ウェプ

ミュニケーションを妨げるがゆえに，不効君事なものとされ，かわって網状の fクモの巣j綴織が主流と

なる。この「クモの巣」綴織は，その編成をけっして一国内のみにとどめておくものではない。いまや

その組織網は，関壌を越えて形成されている。このように，国襟的な規模で形成されたその組織絡を，

ライシュは fグローパル・ウェブjとよぶのであるo

「グq，ーバル・ウェブjはさまざまな形態をとり，なおかっその編成のあり方を絶えず変化させてゆ

くのだが，そのなかのひとつとして挙げられているのは， rスピン・オフ・パートナーシップJ方式，
すなわち「分社化」である(ライシュ前掲審.124頁)。

日本における企業の「分社化」の問題は，最近では NTTの分離・分都問題が取り沙汰されたが(南

部鶴彦「理解できない NTT再編成案H世界J1997年2月号，参照).r分社化」の動向が顕著寄なものとなっ
たのは.80年代後半であり (r新民関!上場食業の子会社設立ラッシュH東洋経済統計月報j1987年5月，

参照).製造業，とりわけ鉄鋼業に先駆的に多くみられた (r“分社作戦"に突っ走る鉄鋼大手の成算Jr遜
刊ダイヤモンド.J1984年4月号，参照)。日本の場合の f分社化j現象に関しては，プラザ合意による
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円高ドル安をもっとも大きな起因としており，ライシュのいう文脈そのままではないが，経済の「ソフ

ト化・サーピス化J(上原信博編『構造転換期の地域経済と図際化j御茶の水警房. 1992年，参照).及

びグローパル化を志向しているという点で，ライシュの議論は示唆約で、ある。

僻 ここでの「キャリア」の概念は，小池和努氏に拠っている。小池によれば f企業という組織が人の配

分を大きく左右するようになったJのだが，それは f技能の習得が企業という組織にかなりとりこまれ

てしまったjがゆえなのだ(前掲小池『職場の労働組合と参加.J. 4頁)。そのため.r熟練Jの形成は，
食業内の OJTに依存しながら，関連する仕事群を移動することによってなされる。このときの，この食

業内の移動のコースが，小池によって「キャリア」とよばれるものなのである O

小池の「キャリアj概念に関しては，小池と熊沢誠氏との閣で論争となった。このときの，熊沢の小

池に対する批判のひとつは，小池において.rキャリアJをめぐる労使対抗の視点が捨象もしくは軽視
されているというものであった(熊沢誠 f配震の柔構造と労働者の競争Jr日本労働協会雑誌j1977年
1月号)。また，近年では，聖子村正賓氏が，小池説のほぼ会般にわたる批判を行っている(野村正賓『熟

練と分業』御茶の水著書房. 1993年)。例えば「年功賃金」に関しでも， 日本の大企業男子労働者の場合

であれば，ブルーカラーもホワイトカラー同様，右上がりの祭金カーブを搭くが，小池はそれを fキャ

リア形成Jによって培われる「高度な熟練J.いわゆる「知的熟練J(小池和男 f仕事の経済学j東洋経

済新報社.1991年，第5章，参照)に対応した賃金上昇として説明しようとするのだが，しかし野村は，

熟練度そのものはそれほど上昇しているとはいえず¥右上がりの賃金カーブは，革手翻方式による賃上げ

決定方式と人事査定によるところが大きいとしている(前掲野村『熟練と分業1.36-40J![)。とはいえ，

大企業ブルーカラーの「熟練Jを「低位Jとすることの懸案は，佐口和郎氏によって指摘されてもいる(佐

口和郎 fいわゆる『日本モデルj論と労働問題研究Jr経済学論集J61巻 2~子. 1995年7月)。

私見では.rキャリア形成Jは，労働者側の知識・技能形成という前と，企業側の労働者統合施策と
いう菌との相郊にあるとみたい。後藤のいう「日本型大衆社会Jの存収織の過程にある今日，なかんず

く出向・配転が常態化しているなかにあっては.rキャリア形成」も，かつてのあり方に変容が迫られ
ているだろう。企業社会の何年代的「再綴」においての.rキャリア形成jの変容，そしてそれをめぐっ
ての相麹の分析が課題になると思われるo


